
【
平
成
5
年
度
】

8-
12
9　
「
建
議
」
及
び
「
報
告
」
の
平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
主
な
措
置
状
況

 
（
総
論
）

「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
 ．
従
来
以
上
に
各
歳
出
項
目
に
つ
い
て
精

査
し
、
制
度
や
施
策
の
意
義
、
合
理
性
、

優
先
度
を
改
め
て
検
討
し
、
徹
底
し
た
見

直
し
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

○
　
一
般
歳
出
等
の
伸
率
の
推
移
（
当
初
予
算
ベ
ー
ス
、
単
位
：
％
）。

 
元
 

2
 

3
 

4
 

5
（
年
度
）

・
一
般
会
計
歳
出
 

6.6
 

9.6
 

6.2
 

2.7
 

0.2
・
一
般
歳
出
 

3.3
 

3.8
 

4.7
 

4.5
 

3.1
　
・
経
常
部
門
経
費
 
3.8
 

4.6
 

4.2
 

4.1
 

2.4
（
見
込
み
）

　
・
投
資
部
門
経
費
 
1.8
 

0.7
 

3.9
 

5.8
 

6.0
（
見
込
み
）

（
注
）
3
年
度
の
投
資
部
門
経
費
は
、
補
助
率
戻
し
分
含
み
で
は
6.7
％

2
 ．
平
成
5
年
度
予
算
は
景
気
に
十
分
配
慮

し
た
予
算
と
な
る
こ
と
が
強
く
期
待
さ
れ

て
い
る
。

　
 　
景
気
へ
の
配
慮
に
際
し
て
は
、
財
政
投

融
資
や
地
方
財
政
を
含
め
た
公
的
部
門
が

全
体
と
し
て
そ
の
役
割
を
果
た
し
て
い
く

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

①
 　
一
般
会
計
公
共
事
業
関
係
費
の
ほ
か
、
財
政
投
融
資
、
地
方
単
独
事
業
も
近
年
最
大
の
伸
率
を
確
保
す
る
な
ど
、
国
・
地
方
を
通
じ
て
景

気
に
十
分
配
慮
。

　（
参
考
）
公
共
事
業
関
係
費
等
の
伸
率
の
推
移
（
当
初
予
算
ベ
ー
ス
、
単
位
：
％
）

 
元
 

2
 

3
 

4
 

5
（
年
度
）

・
公
共
事
業
関
係
（
N
T
T
含
み
） 

2.0
 

0.2
 

2.4
 

4.5
 

4.8
 

 
 

（
5.0
） 

 
（
5.8
）

・
財
政
投
融
資
（
公
共
事
業
実
施
機
関
） 

1.5
 

2.8
 

9.6
 

10
.8 

12
.4

・
地
方
単
独
事
業
（
地
方
財
政
計
画
ベ
ー
ス
） 

9.2
 

7.0
 

10
.0 

11
.5 

12
.0

（
注
）
公
共
事
業
関
係
費
の
3
年
度
（
　
）
は
補
助
率
戻
し
分
を
含
む
。
ま
た
同
5
年
度
（
　
）
は
N
T
T
償
還
時
補
助
分
を
含
む
。

②
　
5
年
度
の
政
府
投
資
額
：
4
年
度
の
実
績
見
込
額
に
対
し
て
相
当
の
伸
び
と
な
る
見
込
み
。

③
　
住
宅
投
資
の
促
進
、
中
小
企
業
対
策
、
雇
用
対
策
等
き
め
細
か
い
施
策
を
実
施
。
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平成 5年度　　395
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

3
 ．（
5
年
度
予
算
は
、）
時
代
の
要
請
に
的

確
に
応
え
た
予
算
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

○
　
社
会
経
済
情
勢
の
推
移
に
即
応
し
た
財
源
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分

元
’

2
’

3
’

4
’

5
’

社
会
保
障
関
係
費

4.9
6.6

5.1
4.3

3.2
文
教
及
び
科
学
振
興
費

1.6
3.6

5.5
5.4

2.4
恩

給
関

係
費

△
1.3

△
1.0

△
1.6

△
1.4

△
0.4

防
衛

関
係

費
5.9

6.1
5.4
5

3.8
2.0

公
共
事
業
関
係
費

1.9
0.3

6.0
5.3

5.7
（
NT
T等
事
業
分
含
み
）

2.0
0.2

2.4
4.5

4.8
（
5.0
）

経
済

協
力

費
6.9

6.9
7.8

7.0
5.7

（
O

D
A

）
7.8

8.2
8.0

7.8
6.5

中
小
企
業
対
策
費

△
0.5

0.1
0.3

0.3
△
0.2

エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
費

14
.3

3.8
8.1

6.6
3.8

食
糧

管
理

費
△
6.7

△
5.5

△
5.6

△
8.3

△
9.0

そ
の
他
の
事
項
経
費

3.0
2.7

4.6
5.1

3.3
一

般
歳

出
計

3.3
3.8

4.7
4.5

3.1
〔
経
　
常
〕

3.8
4.6

4.2
4.1

2.4
〔
投
　
資
〕

1.8
0.7

3.9
（
6.7
）

5.8
6.0

生
活
保
護
費

△
1.7

社
会
福
祉
費

6.0
社
会
保
険
費

3.3
保
健
衛
生
対
策
費

△
0.4

失
業
対
策
費

△
1.2

共
済
費
追
加
費
用
等
の
一
般
財
源
化

に
よ
る
影
響
額
調
整
後
　
　
4.7
％

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金

△
1.4

国
立
学
校
特
会
へ
繰
入

6.0
科
学
技
術
振
興
費

8.5
文

教
施

設
費

8.9
教
育
振
興
助
成
費

2.6
育

英
事

業
費

3.8

（
注
1
）
防
衛
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
35
年
度
（
0.6
％
）
以
来
の
低
い
伸
び
。

（
注
2
 ）
公
共
事
業
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
前
述
の
と
お
り
、
生
活
に
密
接
に
関
連
し
た
住
宅
・
下
水
道
環
境
衛
生
等
の
分
野
に
思
い
切
っ

て
重
点
配
分
（
7.1
％
増
、
そ
の
他
4.1
％
増
、
一
般
公
共
計
5.0
増
）。

（
注
3
 ）
中
小
企
業
対
策
費
に
つ
い
て
は
、
商
工
会
・
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
員
に
係
る
人
件
費
等
の
一
般
財
源
化
に
よ
り
一
般
会
計

の
負
担
が
軽
減
（
5
年
度
約
75
億
円
）
さ
れ
て
い
る
の
で
、
実
質
的
に
は
大
幅
な
増
額
と
な
っ
て
い
る
。

（
注
4
）
食
糧
管
理
費
に
つ
い
て
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
’）
の
3
分
の
1
弱
。

（
注
5
 ）
3
年
度
公
共
事
業
関
係
費
（
N
T
T
等
事
業
分
含
み
）
及
び
〔
投
資
〕
欄
の
下
段
（
　
）
書
き
は
、
補
助
率
戻
し
分
を
含
ん
だ
も
の
。



「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
 ．
い
わ
ゆ
る
生
活
大
国
づ
く
り
の
着
実
な

推
進

①
　
生
活
に
密
着
し
た
社
会
資
本
の
重
点
的
整
備

②
　
住
宅
対
策
の
推
進

　
　
　
・
住
宅
金
融
公
庫
融
資
「
ゆ
っ
た
り
マ
イ
ホ
ー
ム
加
算
制
度
」
の
創
設
等

③
　
労
働
時
間
の
短
縮
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
・
労
働
時
間
短
縮
推
進
経
費
 

 2
2億
円
 

 
 7
8億
円
（
25
3.2
％
増
）

④
　「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
の
推
進

　
　
　
・
在
宅
福
祉
施
策
等
の
拡
充
　
～
　
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
増
員
　
6,0
00
人
増

　
　
　
等

⑤
　
女
性
の
社
会
進
出
の
条
件
整
備
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
・
育
児
休
業
者
職
場
復
帰
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
奨
励
金
  1
8億
円
 

 
 2
8億
円
（
57
.4％
増
）

　
　
　
等

5
．
国
際
社
会
へ
の
貢
献

①
　
O
D
A
等
の
着
実
な
推
進
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
・
一
般
会
計
Ｏ
Ｄ
Ａ
予
算
額
 

 9
,52
2億
円
 

 
 1
0,1
44
億
円
（
6.5
％
増
）

②
　
旧
ソ
連
・
東
欧
等
の
改
革
支
援

③
　
国
際
平
和
・
安
定
へ
の
貢
献

　
　
　
・
国
際
機
関
等
を
通
じ
た
平
和
の
た
め
の
協
力

　
　
　
・
PK
O
へ
の
協
力

④
　
地
球
環
境
対
策
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
・
地
球
環
境
保
全
に
か
か
る
予
算
  
4,9
84
億
円
 

 
 5
,42
5億
円
（
8.8
％
増
）

⑤
　
知
的
な
面
で
の
貢
献
 

〔
4
年
度
〕 

 
[
5
年
度
]

  
  
・
宇
宙
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
発
 

 2
46
億
円
 

 
 3
94
億
円
（
58
.7％
増
）

　
　
　
等

⑥
　
調
和
あ
る
対
外
経
済
関
係
の
構
築

　
　
　
・
輸
入
イ
ン
フ
ラ
の
整
備

　
　
　
・
輸
入
金
融
の
拡
充

　
　
　
等
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平成 5年度　　397
「
建
議
」・
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

6
 ．（
特
例
的
な
歳
出
削
減
措
置
は
、）
あ
く

ま
で
特
例
公
債
の
発
行
を
回
避
す
る
た
め

の
臨
時
緊
急
の
措
置
と
し
て
慎
重
に
取
扱

わ
れ
る
べ
き
で
あ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
制

度
・
施
策
の
運
営
に
支
障
を
生
じ
な
い
範

囲
で
行
わ
れ
、
歯
止
め
を
有
し
て
い
る
も

の
に
限
る
必
要
が
あ
る
。

○
　
特
例
的
な
歳
出
削
減
措
置

　
　
　
・
一
般
会
計
に
お
い
て
承
継
し
た
債
務
等
の
資
金
運
用
部
に
対
す
る
償
還
の
特
例

　
　
　
　
―
 平
成
4
年
度
補
正
予
算
に
引
き
続
き
一
般
会
計
に
お
い
て
承
継
し
た
債
務
等
の
資
金
運
用
部
に
対
す
る
償
還
を
延
期
す
る
こ
と
に

よ
り
、
当
該
債
務
の
平
成
5
年
度
の
償
還
財
源
の
予
算
繰
入
6,9
83
億
円
を
行
わ
な
い
こ
と
と
す
る
。

　
　
　
・
政
府
管
掌
健
康
保
険
事
業
に
係
る
一
般
会
計
か
ら
の
厚
生
保
険
特
別
会
計
健
康
勘
定
へ
の
繰
入
れ
の
特
例

　
　
　
　
―
 平
成
5
年
度
に
お
け
る
一
般
会
計
か
ら
厚
生
保
険
特
別
会
計
健
康
勘
定
へ
の
繰
入
れ
に
つ
い
て
、
同
勘
定
の
近
年
に
お
け
る
収
支

状
況
及
び
平
成
5
年
度
に
お
け
る
剰
余
の
発
生
見
込
み
等
を
勘
案
し
て
、
国
庫
補
助
額
（
控
除
前
8,2
56
億
円
）
か
ら
1,3
00
億
円

を
控
除
し
て
繰
り
入
れ
る
こ
と
と
す
る
。



（
各
論
）

「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

1
．
社
会
保
障

⑴
　
医
療
費
の
適
正
化

○
 　
レ
セ
プ
ト
点
検
の
強
化
、
指
導
監
督
の

徹
底
な
ど
従
来
か
ら
の
施
策
を
更
に
推
進

す
る
ほ
か
、
長
期
入
院
の
是
正
、
検
査
、

投
薬
の
適
正
化
等
を
推
進
す
る
と
と
も

に
、
診
療
報
酬
の
合
理
化
、
薬
価
基
準
の

適
正
化
を
図
る
。

○
　
急
増
を
続
け
る
老
人
医
療
費
に
対
し
、

　
・
 　
適
正
な
自
己
負
担
や
い
わ
ゆ
る
社
会

的
入
院
の
是
正
等
を
内
容
と
す
る
診
療

報
酬
支
払
方
式
面
で
の
対
応
に
よ
り
医

療
費
の
無
駄
を
省
く
。

　
・
 　「
高
齢
者
保
健
福
祉
十
か
年
戦
略
」

の
着
実
な
実
施
等
に
よ
り
、
医
療
に
偏

ら
な
い
健
康
づ
く
り
や
在
宅
福
祉
な
ど

の
総
合
的
な
施
策
を
進
め
る
こ
と
が
重

要
。

○
　
指
導
監
督
、
レ
セ
プ
ト
の
点
検
及
び
審
査
、
医
療
費
通
知
等
従
来
ベ
ー
ス
の
対
策
の
充
実
・
強
化
。

○
　
長
期
入
院
の
適
正
化
等
老
人
医
療
費
の
適
正
化
。

○
　
国
保
連
合
会
等
に
お
け
る
審
査
体
制
の
強
化
（
国
保
医
療
費
適
正
化
特
別
対
策
基
金
（
仮
称
）
を
国
保
中
央
会
に
設
置
（
50
億
円
））

○
　
支
払
基
金
に
お
け
る
重
点
審
査
の
拡
充
。

○
　
老
人
医
療
の
一
部
負
担
金
の
引
上
げ
（
3
年
度
老
人
保
健
法
改
正
）

改
正
前

4
年
1
月
1
日
～
4
年
度

5
・
6
年
度

外
来
入
院

80
0円
／
月

40
0円
／
日

90
0円
／
月

60
0円
／
日

1,0
00
円
／
月

70
0円
／
日

（
注
）
 1
．
低
所
得
者
の
入
院
に
つ
い
て
は
、
1
日
30
0円
（
2
か
月
限
度
）
を
現
行
通
り
据
置
き
。
 

2
．
一
部
負
担
金
の
額
に
つ
い
て
は
、
7
年
度
か
ら
消
費
者
物
価
の
変
動
率
に
応
じ
て
改
定
。

○
　「
高
齢
者
保
健
福
祉
推
進
十
か
年
戦
略
」
の
着
実
な
推
進
。

・
在
宅
福
祉
対
策
の
緊
急
整
備
 

〔
4
年
度
〕 
 
〔
5
年
度
〕

 
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
の
大
幅
な
増
員
 
46
,40
5人
 
→
 
52
,40
5人
 （
6,0
00
人
増
）
等

・
施
設
の
緊
急
整
備

 
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
の
整
備
 

19
2千
床
 
→
 
20
2千
床
 
（
10
千
床
増
）
等

○
 　
医
療
法
に
基
づ
く
都
道
府
県
の
医
療
計

画
を
基
本
と
し
つ
つ
、
病
院
・
病
床
等
の

適
正
配
置
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
病
床

過
剰
地
域
に
お
け
る
病
床
の
削
減
方
策
を

検
討
。

○
　
医
療
計
画
に
基
づ
く
病
床
規
制
の
実
施
。

○
　
次
期
医
療
法
改
正
に
向
け
て
検
討
会
を
設
置
予
定
。
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平成 5年度　　399
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
国
民
健
康
保
険
制
度

○
 　
保
険
料
負
担
の
軽
減
、
平
準
化
は
、
緊

急
に
制
度
的
対
応
策
を
講
ず
べ
き
問
題
で

あ
り
、
あ
わ
せ
て
公
費
負
担
の
あ
り
方
に

つ
い
て
も
そ
の
見
直
し
を
行
う
べ
き
で
あ

る
。

○
　
国
保
制
度
の
抜
本
的
改
正
ま
で
の
間
の
暫
定
措
置
（
5
年
度
、
6
年
度
）
と
し
て
、
以
下
の
措
置
を
実
施
。

　
①
　
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
の
制
度
化
・
拡
充
 

 　
国
保
財
政
の
安
定
化
と
保
険
料
負
担
の
軽
減
・
平
準
化
を
図
る
見
地
か

ら
現
行
の
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
（
地
方
財
政
措
置
）
を
国
保
法
上

の
制
度
と
し
、
更
に
、
そ
の
規
模
を
拡
大
。

 
　〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

・
地
方
財
政
措
置
 

約
1,0
00
億
円
　
　
⇒
　
　
約
1,2
50
億
円

　
②
　
保
険
基
盤
安
定
制
度
の
見
直
し
 

〔
 国
庫
負
担
を
1
／
2
定
率
負
担
か
ら
定
額
負
担
に
改
定
。
 〕

 
　〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
・
国
庫
負
担
 

56
0億
円
 

⇒
 

10
0億
円

　
　
　
・
地
方
財
政
措
置
 

56
0億
円
 

⇒
 

1,0
20
億
円

　
③
　
老
人
加
入
率
が
20
％
超
の
保
険
者
に
対
す
る
 

　
　
財
政
支
援
措
置
の
実
施
 

約
14
0億
円

　
④
　
国
保
特
別
対
策
費
補
助
金
の
拡
充
 

　
　
　
　
　〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

　
　
　
　
　
10
0億
円
 

⇒
 

18
0億
円

　
⑤
　
国
保
医
療
費
適
正
化
特
別
対
策
基
金
（
仮
称
） 

　
　
の
設
置
 

 
  

50
億
円

⑶
　
医
療
保
険
制
度

○
 　
医
療
費
の
適
正
・
公
平
な
負
担
、
医
療

保
険
制
度
の
安
定
及
び
患
者
の
サ
ー
ビ
ス

選
択
の
幅
の
拡
大
等
の
観
点
か
ら
、
公
的

な
医
療
保
障
の
対
象
や
守
備
範
囲
を
含
め

総
合
的
な
検
討
を
行
う
と
と
も
に
、
給
付

と
負
担
の
適
正
化
・
公
平
化
等
制
度
の
見

直
し
、
効
率
化
を
進
め
る

○
　
現
在
、
医
療
保
険
審
議
会
に
お
い
て
、
審
議
中
。

　
老
人
加
入
率
の
上
限
措
置
に
よ
り
老
人
保
健
拠
出
金
負
担
の
増
が
生
じ
て

い
る
市
町
村
国
保
に
対
し
、
国
保
特
別
調
整
交
付
金
に
よ
る
措
置
を
実
施
。

　
保
険
施
設
事
業
の
一
層
の
充
実
、
弱
小
保
険
者
・
小
規
模
保
険
者
対
策

の
強
化
等
を
図
る
た
め
、
国
保
特
別
委
対
策
費
補
助
金
を
拡
充
。

　
医
療
費
適
正
化
対
策
の
一
層
の
強
化
、
国
保
医
療
費
の
地
域
格
差
是
正

等
を
図
る
た
め
、
国
民
健
康
保
険
中
央
会
に
国
保
医
療
費
適
正
化
特
別
対

策
基
金
を
設
置
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑷
　
国
立
病
院
・
診
療
所

◯
 　
国
立
病
院
・
診
療
所
へ
の
一
般
会
計
繰

入
れ
に
つ
い
て
は
政
策
医
療
、
看
護
婦
養

成
等
繰
入
れ
対
象
と
す
べ
き
経
費
に
つ
い

て
の
考
え
方
を
整
理
し
た
上
、
そ
の
基
準

に
基
づ
く
予
算
編
成
を
行
う
。

 
〔
4
年
度
補
正
後
〕 

 
〔
5
年
度
予
算
〕

○
　
一
般
会
計
繰
入
れ
額
 

2,5
83
億
円
 

⇒
 

2,4
82
億
円
 （
10
1億
円
減
）

　
　
　
　
　
　
繰
入
れ
率
 

26
.7％
 

⇒
 

24
.9％

◯
 　
施
設
の
統
廃
合
及
び
経
営
移
譲
を
実
施

す
る
と
と
も
に
非
効
率
な
運
営
が
な
さ
れ

て
い
る
病
棟
を
集
約
す
る
等
、
引
き
続

き
、
経
営
の
改
善
に
努
力
す
べ
き
。

○
　
施
設
の
統
合

①
　
国
立
療
養
所
中
野
病
院

 
国
立
国
際
協
力
医
療
セ
ン
タ
ー
（
仮
称
）

　
　
国
立
病
院
医
療
セ
ン
タ
ー

②
　
国
立
療
養
所
南
花
巻
病
院
 

国
立
療
養
所
南
花
巻
病
院
（
仮
称
）

　
　
国
立
療
養
所
盛
岡
病
院
 

国
立
療
養
所
盛
岡
病
院
（
仮
称
）

　
　
国
立
花
巻
温
泉
病
院

③
　
国
立
療
養
所
東
栃
木
病
院

 
国
立
療
養
所
東
宇
都
宮
病
院
（
仮
称
）

　
　
国
立
療
養
所
宇
都
宮
病
院

○
　
病
棟
集
約

病
床
減

定
員
減

病
院
勘
定

△
　
 3
3床

△
　
 7
人

療
養
所
勘
定

△
　
31
9床

△
　
94
人

⑸
　
福
祉

◯
 　
福
祉
施
設
に
つ
い
て
も
、
よ
り
適
正
な

負
担
を
求
め
て
い
く
こ
と
を
検
討
す
べ
き

で
あ
り
、
ま
た
運
営
の
効
率
化
・
合
理
化

を
図
っ
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
　
特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
等
措
置
施
設
に
お
け
る
費
用
徴
収
基
準
及
び
ホ
ー
ム
ヘ
ル
プ
サ
ー
ビ
ス
事
業
の
費
用
負
担
に
つ
い
て
適
正
化
。

◯
　
生
活
保
護
の
一
層
の
適
正
化

○
　
不
正
受
給
ケ
ー
ス
の
重
点
調
査
指
導
、
医
療
扶
助
の
適
正
化
な
ど
引
き
続
き
適
正
化
に
努
力
。

400　　Ⅲ　予算



平成 5年度　　401
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑹
　
雇
用

　
①
 　
現
役
世
代
と
し
て
の
高
齢
者
の
雇
用

機
会
の
確
保

　
②
 　
年
齢
階
層
別
労
働
力
率
が
M
字
型
を

描
く
女
性
労
働
力
の
就
業
環
境
の
整
備

　
 を
は
じ
め
と
す
る
労
働
力
全
体
の
有
効
活

用
策
が
最
も
重
要
な
課
題
。

○
　
高
齢
者
の
雇
用
機
会
の
確
保

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

・
高
年
齢
者
多
数
雇
用
奨
励
金
の
拡
充
 

68
3億
円
 

⇒
 

72
4億
円
 
（
 
6.0
％
増
）

・
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
の
設
置
 

64
0団
体
 

⇒
 

66
0団
体
 
（
 20
団
体
増
）

○
　
女
性
労
働
力
の
就
業
環
境
の
整
備

・
育
児
休
業
者
職
場
復
帰
プ
ロ
グ
ラ
ム
実
施
奨
励
金
 

18
億
円
 

⇒
 

28
億
円
 
（
 5
7.4
％
増
）

・
特
定
中
小
企
業
事
業
主
育
児
休
業
奨
励
金
 

28
億
円
 

⇒
 

33
億
円
 
（
 1
5.9
％
増
）

・
レ
デ
ィ
ス
・
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
の
設
置
 

5
カ
所
 

⇒
 

8
カ
所
 
（
 3
カ
所
増
）

・
事
業
所
内
託
児
施
設
助
成
金
の
創
設
 

 
 

5
億
円
 
（
皆
　
　
増
）

⑺
　
恩
給

○
 　
臨
時
行
政
調
査
会
、
臨
時
行
政
改
革
推

進
審
議
会
の
答
申
等
を
踏
ま
え
、
年
金
制

度
改
革
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
考
慮
し
た
見
直

し
を
引
き
続
き
推
進
す
べ
き
で
あ
る
。
ま

た
、
新
規
の
個
別
改
善
は
行
わ
な
い
こ
と

と
す
べ
き
で
あ
る
。

○
 　
公
務
員
給
与
改
善
率
、
消
費
者
物
価
上
昇
率
等
諸
般
の
事
情
を
総
合
勘
案
し
て
恩
給
年
額
を
引
き
上
げ
る
（
2.6
6％
）
と
と
も
に
各
種
加

算
の
引
上
げ
等
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

2
．
文
教
・
科
学
振
興

⑴
　
文
教
予
算
編
成
上
の
基
本
的
考
え
方

○
 　
行
財
政
改
革
の
基
本
方
針
を
踏
ま
え
つ

つ
、
初
等
中
等
教
育
と
高
等
教
育
と
の
間

で
の
財
源
配
分
の
見
直
し
を
進
め
、
既
存

施
策
の
合
理
化
、
効
率
化
と
と
も
に
、
高

等
教
育
、
学
術
研
究
へ
資
金
の
重
点
配
分

を
図
る
こ
と
が
重
要
。

○
　
初
等
中
等
教
育
の
分
野

　
①
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
う
ち
共
済
費
追
加
費
用
等
に
つ
き
5
年
度
か
ら
全
額
一
般
財
源
化

　
②
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
の
国
庫
負
担
限
度
基
準
の
引
下
げ

　
③
　
公
立
高
等
学
校
危
険
建
物
改
築
等
事
業
の
補
助
対
象
の
重
点
化

○
　
高
等
教
育
の
分
野
 

 
 

〔
4
年
度
〕 　
　
 

 
〔
5
年
度
〕

　
①
　
科
学
研
究
費
補
助
金
の
増
額
 
 

 
64
6億
円
　
　
 

⇒
 
73
6億
円
 （
 1
3.9
％
増
）

　
②
　
日
本
育
英
会
奨
学
金
の
貸
与
月
額
の
引
上
げ
（
大
学
・
大
学
院
3,0
00
円
引
上
げ
）

　
　
　
日
本
育
英
会
奨
学
金
の
大
学
院
に
係
る
貸
与
人
員
の
増
員
 
修
士
課
程
 
17
,21
0人
 

⇒
 
17
,91
0人
 （
 
70
0人
増
）

 
 

博
士
課
程
 
13
,55
0人
 

⇒
 
14
,05
0人
 （
 
50
0人
増
）

　
③
　
日
本
学
術
振
興
会
の
特
別
研
究
員
の
増
員
 

 
1,3
00
人
　
　
 

⇒
 

1,7
00
人
 （
 
40
0人
増
）

　
④
　
国
立
大
学
の
教
育
研
究
環
境
特
別
重
点
整
備
事
業
の
計
画
的
推
進
 

20
0億
円
　
　
 

⇒
 
20
0億
円
 （
 同
　
　
額
）

　
　
　
国
立
大
学
の
高
度
化
推
進
特
別
経
費
の
増
額
 

 
41
億
円
　
　
 

⇒
 

52
億
円
 （
 2
7.0
％
増
）

　
　
　
国
立
大
学
の
研
究
基
盤
重
点
設
備
費
の
創
設
 

 
 

 
36
億
円
 （
 皆
　
　
増
）

⑵
　
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度

○
 　
文
教
予
算
の
重
点
的
、
効
率
的
配
分
及

び
国
と
地
方
の
機
能
分
担
、
費
用
負
担
の

在
り
方
の
観
点
か
ら
、
制
度
の
目
的
、
発

足
以
来
の
経
緯
等
を
も
踏
ま
え
、
引
き
続

き
、
負
担
対
象
等
に
つ
い
て
見
直
し
を
進

め
て
い
く
必
要
。

○
 　
共
済
費
追
加
費
用
等
に
つ
い
て
、
4
年
度
に
お
い
て
、
同
年
度
か
ら
6
年
度
ま
で
の
3
年
間
に
段
階
的
に
一
般
財
源
化
（
4
’
2
/
9
、

5
’
1
/
9
、
6
’
0
）
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
た
が
、
こ
れ
を
5
年
度
か
ら
全
額
一
般
財
源
化
。　
～
　
影
響
額
　
△
　
64
9億
円

○
　
国
庫
負
担
限
度
基
準
の
引
下
げ
。　
～
　
影
響
額
　
△
80
億
円
 
 

〔
4
年
度
〕 　
　
 

 
〔
5
年
度
〕

 
 

 
1.0
45
　
　
　
 

⇒
 

1.0
25
　

○
　
事
務
職
員
、
栄
養
職
員
に
対
す
る
国
庫
負
担
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
国
庫
負
担
を
継
続
。

⑶
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員

定
数
改
善
計
画

○
 　
第
6
次
公
立
義
務
教
育
諸
学
校
教
職
員

定
数
改
善
計
画
に
つ
い
て
は
、
見
送
り
、

規
模
の
圧
縮
等
を
含
め
、
慎
重
に
検
討
を

行
う
必
要
。

○
　
規
模
を
圧
縮
し
た
上
で
、
5
年
度
か
ら
発
足
。

 
要
求
（
A
） 

 
決
定
（
B）
 
（
B）
－（
A
）

改
善
増
（
5
年
度
～
10
年
度
） 

35
,20
9人
 

⇒
 
30
,40
0人
 
△
　
4,8
09
人

402　　Ⅲ　予算



平成 5年度　　403
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑷
　
私
学
助
成

○
 　
引
き
続
き
総
額
抑
制
を
図
る
と
と
も

に
、
そ
の
重
点
的
・
効
率
的
配
分
等
内
容

の
見
直
し
を
推
進
。

〇
 　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
及
び
私
立
高
等
学
校
経
常
費
助
成
費
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
国
の
財
政
事
情
、
私
学
の
果
た
し
て
い
る
役
割

等
を
総
合
的
に
勘
案
し
つ
つ
、
極
力
総
額
を
抑
制
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

①
　
私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
 

2,6
01
.5億
円
 

⇒
 
2,6
55
.5億
円

②
　
私
立
高
等
学
校
等
経
常
費
助
成
費
補
助
金
 

82
3億
円
 

⇒
 

84
7億
円

〇
 　
私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設
整
備
費
補
助
金
、
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
特
色
あ
る
教
育
・

研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
助
成
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

①
　
私
立
大
学
・
大
学
院
等
教
育
研
究
装
置
施
設
整
備
費
補
助
金
 

84
.5億
円
 

⇒
 

85
.5億
円

②
　
私
立
大
学
研
究
設
備
整
備
費
等
補
助
金
 

23
.5億
円
 

⇒
 

24
.5億
円

⑸
　
義
務
教
育
教
科
書
無
償
給
与
制
度

○
　
有
償
化
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
。

〇
　
教
科
書
有
償
化
問
題
に
つ
い
て
引
き
続
き
検
討
す
る
こ
と
と
し
、
5
年
度
予
算
で
は
無
償
措
置
を
継
続
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

義
務
教
育
教
科
書
購
入
費
 

43
8億
円
 

⇒
 

44
0億
円

⑹
　
国
立
学
校
特
別
会
計

○
 　
施
設
・
設
備
の
老
朽
化
・
狭
隘
化
が
特

に
著
し
い
大
学
に
つ
い
て
、
教
育
研
究
の

実
績
等
を
勘
案
し
、
そ
の
施
設
等
の
整

備
、
改
善
を
重
点
的
・
計
画
的
に
進
め
る

と
と
も
に
、
大
学
院
に
重
点
を
置
い
た
教

育
研
究
体
制
の
高
度
化
を
推
進
。

〇
　
老
朽
化
・
狭
隘
化
対
策
と
し
て
の
特
別
施
設
整
備
事
業
を
重
点
的
・
計
画
的
に
推
進
。

　
 　
ま
た
、
大
学
院
に
重
点
を
置
い
た
教
育
研
究
体
制
の
高
度
化
を
推
進
す
る
ほ
か
、
先
導
的
な
学
術
研
究
の
推
進
に
必
要
と
さ
れ
る
基
盤
的

な
研
究
設
備
の
整
備
を
推
進
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

①
　
特
別
施
設
整
備
事
業
 

20
0億
円
 

⇒
 

20
0億
円
 （
 同
　
額
　
）

②
　
高
度
化
推
進
特
別
経
費
 

41
億
円
 

⇒
 

52
億
円
 （
 
27
.0％
増
）

③
　
研
究
基
盤
重
点
設
備
費
（
新
規
） 

 
 

36
億
円
 （
 皆
　
増
　
）

〇
 　
国
立
大
学
の
入
学
料
・
検
定
料
は
、
国

立
大
学
と
私
立
大
学
と
の
格
差
の
現
状
、

及
び
、
と
り
わ
け
本
年
度
に
お
い
て
は
、

高
等
教
育
の
改
善
等
の
た
め
、
特
別
会
計

に
お
け
る
自
己
財
源
確
保
の
必
要
性
を
考

慮
し
、
適
正
化
を
推
進
。

〇
　
国
立
大
学
入
学
料
・
検
定
料
の
引
上
げ
（
平
成
6
年
度
入
学
・
入
学
志
願
者
か
ら
）。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

①
　
入
学
料
 

23
万
円
 

⇒
 

26
万
円
 （
 
3
万
円
増
）

②
　
検
定
料
 

2
万
7
千
円
 

⇒
 

2
万
9
千
円
 （
 
2
千
円
増
）

〇
 　
学
部
別
授
業
料
の
検
討
等
も
含
め
、
適

正
化
を
推
進
。

〇
　
学
部
別
授
業
料
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
検
討
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑺
　
科
学
技
術

〇
 　
各
種
施
策
の
徹
底
し
た
見
直
し
を
行
い

つ
つ
、
優
先
順
位
を
十
分
考
慮
し
な
が

ら
、
重
点
的
・
効
率
的
な
資
金
配
分
を
行

う
こ
と
が
必
要
。

〇
　
基
礎
的
・
創
造
的
研
究
の
充
実
強
化
に
重
点
配
分
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

科
学
技
術
振
興
調
整
費
 

11
0億
円
 

⇒
 

13
3億
円
 （
 
20
.9％
増
）

創
造
科
学
技
術
推
進
制
度
 

62
.8億
円
 

⇒
 

68
.6億
円
 （
 
9.2
％
増
）

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
研
究
制
度
 

23
.1億
円
 

⇒
 

27
.0億
円
 （
 
17
.1％
増
）

独
創
的
個
人
研
究
育
成
制
度
 

10
億
円
 

⇒
 

14
.4億
円
 （
 
44
.0％
増
）

〇
　
科
学
技
術
分
野
に
お
け
る
国
際
貢
献
に
重
点
配
分
。

宇
宙
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
発
 

24
6億
円
 

⇒
 

39
1億
円
 （
 
58
.7％
増
）

国
際
熱
核
融
合
実
験
炉
（
IT
ER
）
計
画
 

53
.1億
円
 

⇒
 

68
.6億
円
 （
 
29
.1％
増
）

〇
　
宇
宙
開
発
等
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
着
実
な
推
進
。

H
- Ⅱ
ロ
ケ
ッ
ト
の
開
発
 

28
1.3
億
円
 

⇒
 
16
9.3
億
円
 （
 
39
.8％
減
）

宇
宙
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
開
発
 

24
6億
円
 

⇒
 

39
1億
円
 （
 
58
.7％
増
）

地
球
観
測
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術
衛
星
（
A
D
EO
S）
 
11
8.3
億
円
 

⇒
 
11
8.9
億
円
 （
 
0.5
％
増
）

深
海
環
境
研
究
開
発
 

8.7
億
円
 

⇒
 

19
.1億
円
 （
 1
20
.0％
増
）

高
温
工
学
試
験
研
究
炉
の
建
設
 

57
.3億
円
 

⇒
 

74
.4億
円
 （
 
29
.8％
増
）

3
．
防
衛

〇
 　
修
正
さ
れ
た
中
期
防
の
下
、
極
め
て
厳

し
い
財
政
状
況
等
を
勘
案
し
、
正
面
と
後

方
と
の
バ
ラ
ン
ス
や
国
際
平
和
協
力
業
務

等
新
た
な
自
衛
隊
の
役
割
に
も
配
慮
し
つ

つ
、
引
き
続
き
防
衛
関
係
経
費
の
一
層
の

抑
制
を
図
る
べ
き
。

〇
　
人
件
・
糧
食
費
等
の
増
加
要
因
は
あ
る
も
の
の
、
規
模
の
圧
縮
に
努
力
し
、
昭
和
35
年
度
以
来
の
低
い
伸
び
率
に
抑
制
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

 
防
衛
関
係
費
 

4
兆
5,5
18
億
円
 
⇒
 
4
兆
6,4
06
億
円
 
2.0
％
増

 
（
対
GN
P比
） 

（
0.9
41
％
） 

⇒
 
（
0.9
37
％
）

・
カ
ン
ボ
デ
ィ
ア
へ
の
施
設
大
隊
等
派
遣
に
係
る
経
費
 

 
 

29
億
円

〇
 　
装
備
品
の
調
達
等
に
係
る
後
年
度
負
担

に
つ
い
て
は
、
思
い
切
っ
た
重
点
化
・
効

率
化
に
努
め
る
こ
と
に
よ
り
、
後
年
度
負

担
全
体
に
つ
い
て
極
力
抑
制
を
図
る
こ
と

が
重
要
。

〇
　
早
期
警
戒
管
制
機
（
A
W
A
CS
）
等
の
取
得
は
あ
る
も
の
の
、
新
規
後
年
度
負
担
の
抑
制
に
努
力
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

 
新
規
後
年
度
負
担
 

1
兆
7,1
34
億
円
 
⇒
 
1
兆
7,7
20
億
円
 （
 
3.4
％
増
）

 
う
ち
正
面
 

8,3
32
億
円
 
⇒
 

8,5
03
億
円
 （
 
2.1
％
増
）
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平成 5年度　　405
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

4
．
公
共
事
業

〇
 　「
公
共
投
資
基
本
計
画
」
に
沿
っ
て
、

公
団
事
業
・
地
方
単
独
事
業
等
を
含
め
引

き
続
き
社
会
資
本
の
着
実
な
整
備
を
図
っ

て
い
く
必
要
。

〇
 　
我
が
国
経
済
は
調
整
局
面
に
あ
り
、
こ

の
よ
う
な
経
済
情
勢
に
は
十
分
に
配
慮
す

る
必
要
。

〇
 　
概
算
要
求
基
準
に
お
い
て
は
、
生
活
関

連
重
点
化
枠
の
拡
充
及
び
公
共
投
資
充
実

臨
時
特
別
措
置
が
講
じ
ら
れ
た
と
こ
ろ
で

あ
り
、
こ
れ
に
沿
っ
て
予
算
編
成
を
行
う

こ
と
が
適
切
。

〇
 　
着
実
な
公
共
投
資
の
推
進
及
び
景
気
へ
の
配
慮
と
い
う
観
点
か
ら
、
公
共
事
業
関
係
費
に
つ
い
て
は
、
最
近
で
は
実
質
上
最
も
高
い
伸
率

を
確
保
。

〔
公
共
事
業
関
係
費
の
推
移
〕（
（
　
）
内
は
対
前
年
度
比
伸
率
）

元
年
度

2
年
度

3
年
度

4
年
度

5
年
度

公
共
事
業
関
係
費

（
N
T
T
を
含
む
）

（
2.0
％
）

74
,27
4億
円

（
0.2
％
）

74
,44
7億
円

（
5.0
％
）

78
,19
7億
円

（
4.5
％
）

81
,70
9億
円

（
5.8
％
）

86
,43
8億
円

補
助
率
戻

し
分
除
き

（
2.4
％
）

76
,19
7億
円

N
T
T
償
還
時

補
助
除
き

（
4.8
％
）

85
,65
4億
円

〇
　
財
政
投
融
資
や
地
方
単
独
事
業
に
つ
い
て
も
近
年
最
大
の
伸
び
を
確
保
し
、
全
体
と
し
て
景
気
に
十
分
配
慮
。

〔
伸
率
の
推
移
〕

元
2

3
4

5
財
政
投
融
資
（
公
共
事
業
実
施
機
関
）

1.5
％

2.8
％

9.6
％

10
.8％

12
.4％

地
方
単
独
事
業
（
地
方
財
政
計
画
ベ
ー
ス
）

9.2
％

7.0
％

10
.0％

11
.5％

12
.0％

〇
 　
N
T
T
活
用
事
業
に
つ
い
て
は
、
そ
の

事
業
を
実
質
的
に
確
保
す
る
よ
う
努
め
る

必
要
が
あ
り
、
N
T
T
の
償
還
金
に
つ
い

て
も
そ
の
償
還
に
支
障
の
生
じ
な
い
よ
う

措
置
を
行
う
必
要
。

〇
 　
N
T
T
活
用
事
業
に
つ
い
て
は
、
Bタ
イ
プ
事
業
に
つ
い
て
原
則
と
し
て
建
設
公
債
を
も
っ
て
手
当
て
し
た
一
般
財
源
を
充
当
す
る
こ
と
に

よ
り
4
年
度
と
同
額
を
確
保
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

A
タ
イ
プ
（
収
益
回
収
型
） 

1,1
07
億
円
 

⇒
 

　1
,05
9億
円

B タ
イ
プ
（
補
助
金
型
） 

11
,19
3億
円
 

⇒
 

11
,24
1億
円

 
う
ち
一
般
財
源
充
当
 
 

う
ち
一
般
財
源
充
当

 
10
,83
4億
円
 

 
11
,13
4億
円

〇
　
N
T
T
償
還
時
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
所
要
の
 
78
3億
円
 を
計
上
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

〇
 　
公
共
事
業
の
配
分
に
当
た
っ
て
は
、
経

済
社
会
の
動
向
・
社
会
資
本
の
整
備
状
況

を
踏
ま
え
、
特
に
国
民
生
活
の
質
の
向
上

に
重
点
を
置
い
た
分
野
に
で
き
る
限
り
配

慮
し
て
い
く
必
要
。

〇
 　
公
共
投
資
基
本
計
画
や
生
活
大
国
5
か
年
計
画
の
考
え
方
に
従
い
、
住
宅
・
下
水
道
環
境
衛
生
等
の
生
活
関
連
分
野
に
思
い
切
っ
て
重
点

配
分
。

（
対
前
年
度
比
伸
率
）

住
宅
・
下
水
道
環
境
衛
生
等
の
分
野

う
　
ち
住

宅
下

水
道

等
下

水
道

農
業
集
落
排
水

環
境

衛
生

公
園

等

7.1
％

6.1
％

8.0
％

7.0
％

19
.5％ 7.0
％

7.4
％

（
そ

の
他

の
分

野
）

4.1
％

一
般

公
共

計
5.0
％

（
参
考
）
生
活
関
連
重
点
化
枠
導
入
前
と
の
比
較

〔
2
年
度
〕

〔
5
年
度
〕

＜
2
’→
5
’伸
率
＞

住
宅
・
下
水
道
環
境
衛
生
等
の
分
野

20
,67
2億
円

⇒
25
,26
4億
円

（
22
.2％
増
）

（
そ
の
他
の
分
野
）

51
,87
8億
円

⇒
58
,64
9億
円

（
13
.1％
増
）

一
般

公
共

計
72
,55
0億
円

⇒
83
,91
3億
円

（
15
.7％
増
）

5
．
政
府
開
発
援
助

〇
 　
厳
し
い
財
政
事
情
を
踏
ま
え
つ
つ
、
適

切
な
評
価
や
実
施
体
制
の
充
実
等
に
よ

り
、
そ
の
内
容
の
一
層
の
改
善
を
行
っ
て

い
く
必
要
。

〇
 　
厳
し
い
財
政
事
情
や
円
高
を
踏
ま
え
つ
つ
、
変
動
す
る
国
際
情
勢
の
下
で
国
際
社
会
の
平
和
と
発
展
に
寄
与
す
る
た
め
、
無
償
資
金
援
助

や
技
術
協
力
を
重
点
と
し
て
、
6.5
％
の
伸
び
率
を
確
保
。

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

一
般
会
計
O
D
A
予
算
 

9,5
22
億
円
 
⇒
 
10
,14
4億
円
 （
 6
.5％
増
）

〇
　
効
果
的
・
効
率
的
な
援
助
の
促
進

・
　
事
業
の
計
画
的
実
施
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成
調
査
等
） 

9.0
億
円
 
⇒
 

10
.6億
円
 （
17
.7％
増
）

・
　
無
償
資
金
協
力
に
関
す
る
調
査
等
 

46
.9億
円
 
⇒
 

50
.1億
円
 （
 6
.8億
円
）

・
　
評
価
の
拡
充
 

1.5
億
円
 
⇒
 

1.7
億
円
 （
12
.8％
増
）
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平成 5年度　　407
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

〇
　
援
助
実
施
体
制
の
整
備
・
強
化

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

・
　
外
務
省
の
経
済
協
力
担
当
 

 
 

16
名
増

・
　
国
際
協
力
事
業
団
（
JI
CA
）
の
定
員
 

 
 

28
名
増

・
　
援
助
に
携
わ
る
人
材
の
育
成
 

5.9
億
円
 
⇒
 

6.3
億
円
 （
 
5.9
％
増
）

　
　
　「
国
際
開
発
高
等
教
育
機
関
」（
FA
SI
D
）
等

6
．
中
小
企
業
対
策

 
 

〇
 　
中
小
企
業
者
の
自
助
努
力
を
前
提
と
し

た
支
援
策
を
適
切
に
講
じ
て
い
く
。

〇
　
小
規
模
企
業
対
策
の
強
化

・
　
商
工
会
等
の
地
域
中
小
企
業
活
性
化
支
援
事
業
の
拡
充
 

76
億
円
 
⇒
 
10
2億
円
 （
 3
4.8
％
増
）

・
　
経
営
改
善
普
及
事
業
の
拡
充
 

2
億
円
 
⇒
 

5
億
円
 （
 18
5.4
％
増
）

　
（
広
域
・
専
門
指
導
体
制
の
整
備
）

〇
　
中
小
企
業
の
構
造
改
革
支
援

・
　
中
小
企
業
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
環
境
問
題
へ
の
対
応
（
新
規
） 

 
 

9
億
円
 （
 皆

　　
増
）

・
　
中
小
企
業
の
時
短
労
働
力
確
保
問
題
へ
の
対
応
 

12
億
円
 
⇒
 

13
億
円
 （
 
9.5
％
増
）

・
　
魅
力
あ
る
商
店
街
・
商
業
集
積
づ
く
り
の
推
進
 

12
5億
円
 
⇒
 
14
5億
円
 （
 1
5.6
％
増
）

〇
 　
施
策
の
優
先
順
位
の
選
択
や
経
費
の
見

直
し
を
厳
し
く
行
い
つ
つ
、
資
金
の
効
率

的
、
重
点
的
配
分
に
努
め
、
引
き
続
き
全

体
と
し
て
総
額
の
抑
制
を
図
る
必
要
が
あ

る
。

〇
　
中
小
企
業
対
策
費
 

1,9
56
億
円
 
⇒
 
1,9
51
億
円
 （
 
0.2
％
減
）

〇
　
商
工
会
・
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
員
等
に
係
る
人
件
費
の
一
般
財
源
化
（
3
年
間
の
経
過
措
置
）

 
〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕 

 
〔
6
年
度
〕 

 
〔
7
年
度
〕

〔
補
助
率
〕 

1
／
2
 

⇒
 

4
／
10
 

⇒
 

2
／
10
 

⇒
 
経
過
措
置
終
了

5
年
度
国
庫
負
担
軽
減
額
　
　
約
75
億
円

7
．
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策

〇
 　
最
近
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
、
地
球
環
境

問
題
を
巡
る
事
情
等
も
踏
ま
え
、
施
策
の

優
先
順
位
を
厳
し
く
見
直
し
つ
つ
資
金
の

効
率
的
、
重
点
的
配
分
に
努
め
る
こ
と
に

よ
り
、
一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
へ
の
繰

入
れ
の
抑
制
を
図
る
こ
と
が
必
要
。

〇
 　
従
来
の
石
油
代
替
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
に
新
た
に
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
対
策
等
を
加
え
た
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
に
つ
い
て
所
要
の

予
算
額
の
確
保
を
図
る
一
方
、
既
存
歳
出
の
見
直
し
等
に
よ
り
特
別
会
計
繰
入
れ
を
大
幅
圧
縮
。

 
 

 
（
要
求
） 

 
（
決
定
）

・
　
一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
へ
の
繰
入
れ
 

4,7
20
億
円
 
⇒
 
5,1
80
億
円
 
⇒
 
4,9
40
億
円

・
　
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
構
造
高
度
化
対
策
（
石
特
会
計
） 

53
6億
円
 
⇒
 
87
0億
円



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

8
．
農
業

⑴
　
農
業
関
係
予
算
の
合
理
化
・
重
点
化

○
 　
経
営
感
覚
に
優
れ
た
効
率
的
・
安
定
的

経
営
体
を
育
成
し
、
こ
う
し
た
経
営
体
が

生
産
の
大
宗
を
担
う
農
業
構
造
が
実
現
さ

れ
る
よ
う
新
た
な
観
点
に
立
っ
て
施
策
を

講
ず
る
た
め
、
特
に
資
金
の
効
率
的
、
重

点
的
配
分
に
努
め
て
い
く
必
要
。

○
　
食
糧
管
理
費
の
節
減
合
理
化
に
よ
り
一
般
農
政
費
の
充
実
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

農
林
水
産
関
係
予
算
総
額
 

33
,11
8億
円
 
⇒
 
33
,85
4億
円
 
（
2.2
％
増
）

 
公
共
事
業
関
係
費
 

17
,52
5億
円
 
⇒
 
18
,40
0億
円
 
（
5.0
％
増
）

 
食
糧
管
理
費
 

3,4
21
億
円
 
⇒
 
3,1
13
億
円
 
（
9.0
％
減
）

 
一
般
農
政
費
 

12
,17
2億
円
 
⇒
 
12
,34
1億
円
 
（
1.4
％
増
）

○
　
転
作
奨
励
金
、
自
主
流
通
対
策
費
の
大
幅
見
直
し
。（
「
⑵
　
食
糧
管
理
制
度
」
に
お
い
て
後
述
）

○
　「
補
助
か
ら
融
資
へ
」
の
方
向
に
沿
い
、
融
資
化
を
推
進
。

　
・
　
担
い
手
育
成
農
地
集
積
事
業
の
創
設

基
盤
整
備
事
業
と
あ
わ
せ
て
、
将
来
農
業
の
担
い
手
に
育
成
す
る
と
見
込
ま
れ
る
農
業
者
に
農
地
を
集
積
す
る
た
め
、
従
来

の
助
成
金
交
付
方
式
を
改
め
、
基
盤
強
化
特
会
か
ら
農
林
公
庫
を
通
じ
た
無
利
子
貸
付
け
制
度
を
創
設
。

 
（
融
資
枠
） 

30
億
円
 
（
皆
　
増
）

　
・
　
中
山
間
地
域
経
営
改
善
・
安
定
資
金
融
通
促
進
事
業
の
創
設

　
　
　
　〔
 農
業
者
が
新
規
作
目
の
導
入
に
よ
る
経
営
改
善
を
図
る
際
の
リ
ス
ク
軽
減
を
図
る
た
め
の
低
利
融
資
制
度
を
創
設
。〕

 
（
融
資
枠
） 

50
0億
円
 
（
皆
　
増
）

○
　
生
産
性
の
向
上
と
農
山
漁
村
の
活
性
化
の
た
め
の
投
資
を
推
進
す
る
た
め
、
投
資
的
経
費
を
増
額
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
〔
5
年
度
〕

農
林
水
産
関
係
予
算
総
額
 

33
,11
8億
円
 
⇒
 
33
,85
4億
円
 
（
73
6億
円
増
）

　
う
ち

 
農
業
農
村
整
備
事
業
等
の
公
共
事
業
 

17
,52
5億
円
 
⇒
 
18
,40
0億
円
 
（
87
5億
円
増
）

 
農
業
構
造
改
善
事
業
等
の
非
公
共
の
投
資
的
事
業
 

1,5
35
億
円
 
⇒
 
1,6
67
億
円
 
（
13
2億
円
増
）

 
※
　
農
業
農
村
整
備
事
業
の
推
進

 
　
　
農
業
農
村
整
備
事
業
 

11
,09
4億
円
 
⇒
 
11
,54
3億
円
 
（
 4
.0％
増
）

 
　
　
　
う
ち
　
農
村
整
備
 

3,4
36
億
円
 
⇒
 
3,7
02
億
円
 
（
 7
.7％
増
）

 
　
　
　
（
う
ち
　
農
業
集
落
排
水
） 

83
9億
円
 
⇒
 
1,0
03
億
円
 
（
19
.5％
増
）
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平成 5年度　　409
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
　
効
率
的
・
安
定
的
な
経
営
体
の
育
成
の
た
め
、
新
た
な
観
点
に
立
っ
た
施
策
の
推
進
。

①
　
新
規
施
策
の
創
設
 

 
〔
5
年
度
〕

　
・
　
担
い
手
育
成
基
盤
整
備
事
業
、
担
い
手
育
成
農
地
集
積
事
業
（
既
述
） 

53
億
円
、（
融
資
枠
）
30
億
円
 
（
皆
　
増
）

　
・
　
農
業
生
産
法
人
投
資
育
成
事
業
 

 都
道
府
県
農
業
公
社
の
保
有
す
る
農
地
を
現
物
出
資
す
る
こ
と
に
よ
り
、
農
業
生
産
法
人

の
自
己
資
本
の
充
実
と
経
営
規
模
拡
大
を
支
援
。

 
 

20
億
円
 
（
皆
　
増
）

　
・
　
経
営
体
育
成
特
別
融
資
制
度
 

 経
営
発
展
計
画
の
認
定
を
受
け
た
経
営
感
覚
に
優
れ
た
経
営
体
に
対
す
る
低
利
融
資
制
度

（
既
存
の
農
林
公
庫
資
金
に
0.5
％
の
利
子
助
成
・
融
資
条
件
の
緩
和
）

 
（
融
資
枠
） 
90
0億
円
 
（
皆
　
増
）

②
　
転
作
に
つ
い
て
、
効
率
的
・
安
定
的
な
経
営
体
の
育
成
の
た
め
、
新
た
な
観
点
に
立
っ
て
、
水
田
営
農
活
性
化
対
策
を
発
足
。

 
 

 
（
後
述
）

⑵
　
食
糧
管
理
制
度

○
 　
食
糧
管
理
に
係
る
財
政
負
担
に
つ
い
て

は
、
引
き
続
き
そ
の
縮
減
を
図
っ
て
い
く

必
要
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
 

〔
5
年
度
〕

○
　
食
糧
管
理
費
 

 
3,4
21
億
円
 

 
⇒
 

3,1
13
億
円
 
（
 9
.0％
減
）

 
（
注
）
食
糧
管
理
費
 3
,11
3億
円
は
、
ピ
ー
ク
時
（
56
年
度
 9
,94
8億
円
）
の
3
分
の
1
弱
の
水
準
。

①
　
自
主
流
通
米
助
成

○
 　
自
主
流
通
米
に
係
る
助
成
に
つ
い
て

は
、
自
主
流
通
米
を
め
ぐ
る
状
況
変
化
を

踏
ま
え
、
そ
の
大
宗
を
な
す
自
主
流
通
対

策
費
に
つ
い
て
早
急
に
見
直
し
を
行
う
必

要
。

○
　
自
主
流
通
対
策
費
に
つ
い
て
、
米
の
制
度
別
・
用
途
別
需
給
不
均
衡
の
是
正
に
向
け
て
見
直
し
。

　
　
・
　
自
主
流
通
対
策
費
単
価

 
 

（
4
年
産
米
） 
 

 
（
5
年
産
米
）

 
基
本
的
単
価
 

64
0円
／
60
kg
  

⇒
 

前
　
　
同

 
特
定
銘
柄
生
産
加
算
 

40
0円
／
60
kg
  

⇒
 

25
0円
／
60
kg

 
等
　
級
　
加
　
算
 

40
0円
／
60
kg
  

⇒
 

25
0円
／
60
kg

 
（
注
）
基
本
的
単
価
は
、
予
約
限
度
数
量
の
達
成
割
合
が
80
％
未
満
の
者
に
対
し
て
は
 5
40
円
／
60
kg
。

　
　
・
　
自
主
流
通
対
策
費

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
 

〔
5
年
度
〕

 
 

90
5億
円
 

 
⇒
 

74
4億
円
 
（
17
.8％
減
）

 
 

 
 ▲
16
1億
円

 
 

 
（
▲
16
8億
円
　
年
産
調
整
後
削
減
効
果
額
）

 
（
注
 ）
自
主
流
通
対
策
費
の
見
直
し
等
を
財
源
と
し
て
、
米
の
制
度
別
・
用
途
別
需
給
均
衡
化
の
た
め
の
特
別
対

策
（
50
0億
円
）
を
措
置
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

②
　
水
田
営
農
活
性
化
対
策

○
 　
来
年
度
か
ら
発
足
す
る
水
田
営
農
活
性

化
対
策
に
つ
い
て
は
、
転
作
奨
励
金
依
存

か
ら
の
脱
却
の
要
請
を
踏
ま
え
、
転
作
に

係
る
財
政
負
担
の
軽
減
を
図
る
べ
き
。

 
 

〔
4
年
度
〕 

 
 

〔
5
年
度
〕

○
　
水
田
営
農
活
性
化
対
策
費
 

1,3
51
億
円
 

 
⇒
 

1,0
13
億
円
 
（
25
.0％
減
）

○
 　
転
作
助
成
に
つ
い
て
は
、
高
能
率
で
大

規
模
に
転
作
営
農
を
行
う
経
営
体
を
育
成

す
る
等
、
営
農
形
態
に
着
目
し
た
新
た
な

体
系
へ
転
換
す
る
べ
き
。

○
 　
従
来
の
基
本
額
を
廃
止
す
る
一
方
、
望
ま
し
い
転
作
営
農
に
対
し
て
は
加
算
を
充
実
し
、
助
成
の
最
高
額
は
現
状
を
確
保
す
る
等
営
農
形

態
に
着
目
し
た
新
た
な
体
系
へ
転
換
。

（
参
考
）
麦
・
大
豆
へ
の
転
作
の
場
合

＜
水
田
農
業
確
立
後
期
対
策
＞

　［
 最
高
額
　
50
千
円
 ］
　
基
本
額
（
14
千
円
）
＋
　加
算
額

 
↓

＜
水
田
営
農
活
性
化
対
策
＞

　［
 最
高
額
　
50
千
円
 ］
　
計
画
推
進
助
成
（
4
千
円
）
＋
 特
定
転
作
推
進
助
成
（
3
千
円
）
＋
 高
度
水
田
営
農
助
成
等
各
種
助
成

9
．
運
輸

⑴
 　
日
本
国
有
鉄
道
清
算
事
業
団
債
務
の
処

理
○
 　
こ
れ
ま
で
採
っ
て
き
た
土
地
売
却
促
進

策
を
活
用
す
る
こ
と
な
ど
に
よ
り
土
地
売

却
収
入
の
確
保
に
つ
と
め
、
発
生
金
利
等

に
つ
い
て
は
、
土
地
売
却
収
入
、
鉄
道
整

備
基
金
か
ら
の
収
入
補
助
金
収
入
等
で
賄

う
こ
と
と
し
、
更
に
JR
株
式
の
売
却
を

進
め
、
そ
の
売
却
収
入
に
よ
り
債
務
元
本

を
減
少
さ
せ
る
と
の
基
本
的
考
え
方
に

立
っ
て
、
債
務
償
還
の
促
進
を
図
る
こ
と

と
す
べ
き
で
あ
る
。

○
　
平
成
5
年
度
の
発
生
金
利
等
（
1.5
兆
円
）
に
つ
い
て
は
、 

・
土
地
売
却
収
入
 

（
 12
,90
0億
円
）

 
・
補
助
金
収
入
 

（
 
85
0億
円
）

 
・
鉄
道
整
備
基
金
か
ら
の
収
入
等
 （
 1
,51
9億
円
）

 
 

 　
　
に
よ
り
賄
う
。

　
　
更
に
JR
株
式
の
売
却
を
進
め
、
債
務
元
本
の
減
少
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。
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平成 5年度　　411
「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

⑵
　
整
備
新
幹
線
問
題

○
 　
平
成
5
年
度
予
算
に
お
い
て
も
、
既
に

定
め
ら
れ
て
い
る
基
本
的
枠
組
み
に
従
い

適
切
に
対
処
す
る
必
要
が
あ
る
。

（
参
考
）
基
本
的
枠
組
み
の
概
要

イ
．
着
工
優
先
順
位
の
決
定

ロ
 ．
規
格
の
見
直
し
等
に
よ
る
建
設
費

の
大
幅
な
圧
縮

ハ
 ．
JR
、
国
及
び
地
域
の
負
担
率
 

 
（
50
：
35
：
15
）
決
定

ニ
．
運
輸
公
共
枠
の
原
則

ホ
 ．
並
行
在
来
線
は
、
開
業
時
に
JR
の

経
営
か
ら
分
離

○
　
昭
和
63
年
8
月
、
平
成
元
年
1
月
等
の
政
府
・
与
党
申
合
せ
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
基
本
的
枠
組
み
を
堅
持
し
、
次
の
よ
う
に
対
処

事
業
費

〔
4
年
度
〕

〔
5
年
度
〕

・
北
陸
新
幹
線
（
高
崎
～
長
野
間
）

・
東
北
新
幹
線
（
盛
岡
～
青
森
間
）

・
九
州
新
幹
線
（
八
代
～
西
鹿
児
島
間
）

・
北
陸
新
幹
線
 （
金
沢
～
石
動
間
）
 

（
糸
魚
川
～
魚
津
間
）

81
4億
円

70
億
円

62
億
円

40
億
円

⇒ ⇒ ⇒ ⇒

1,2
74
億
円

84
億
円

75
億
円

48
億
円

20
億
円

（
 5
6.5
％
増
）

（
 2
0.0
％
増
）

（
 2
1.0
％
増
）

（
 2
0.0
％
増
）

（
 
皆
　
増
）

・
鉄
道
駅
緊
急
整
備
事
業
費

90
億
円

⇒
90
億
円

（
 
同
　
額
）

　（
　
合
　
　
計
　
）

1,0
76
億
円

⇒
1,5
91
億
円

（
 4
7.9
％
増
）

財
源
の
内
訳

4
年
度

5
年
度

国
公
共
事
業
関
係
費

16
6億
円

17
7億
円

特
定

財
源

72
4億
円

72
4億
円

Ｊ　 Ｒ
借

入
39
9億
円

（
う
ち
財
投
27
9億
円
）

地
域

16
8億
円

27
3億
円

一
体

施
工

者
18
億
円

18
億
円



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

10
．
地
方
財
政

○
 　
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申
等

を
踏
ま
え
、
地
方
財
政
計
画
の
歳
出
の
増

加
を
抑
制
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
 　
5
年
度
の
地
方
財
政
の
規
模
は
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申
等
の
趣
旨
に
従
い
、
全
体
と
し
て
、
歳
出
の
抑
制
に
努
め
た
と
こ

ろ
。

　
　
　
　
　
　〔
歳
出
規
模
〕　
　
約
　
76
兆
4,2
00
億
円
程
度
（
2.8
％
増
）

○
 　
同
時
に
景
気
に
十
分
配
慮
し
つ
つ
、
住
民
に
身
近
な
社
会
資
本
の
整
備
を
積
極
的
に
推
進
す
る
観
点
か
ら
、
地
方
債
を
活
用
し
て
地
方
単

独
事
業
に
つ
い
て
、
前
年
度
（
11
.5％
）
を
上
回
る
伸
率
（
12
.0％
）
と
し
て
い
る
。

○
 　
地
方
財
政
は
、
中
長
期
的
に
見
れ
ば
着

実
に
改
善
、
充
実
し
て
き
て
お
り
、
今
後

と
も
、
基
本
的
に
は
こ
の
傾
向
が
続
い
て

い
く
も
の
と
考
え
ら
れ
る
が
、
5
年
度
に

つ
い
て
は
、
4
年
度
に
お
け
る
税
収
の
落

ち
込
み
の
影
響
も
あ
り
、
昨
年
度
ま
で
と

比
べ
れ
ば
、
厳
し
く
な
っ
て
く
る
も
の
と

思
料
。

　
 　
他
方
、
国
の
財
政
事
情
は
近
年
に
な
く

極
め
て
厳
し
い
も
の
と
な
っ
て
お
り
、
地

方
財
政
対
策
の
具
体
的
方
策
に
つ
い
て

は
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
適
切

に
対
処
す
る
こ
と
が
必
要
。

○
　
5
年
度
の
地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
所
要
の
地
方
交
付
税
総
額
を
確
保
し
た
上
で
、
以
下
の
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

①
　
地
方
交
付
税
法
附
則
第
3
条
に
基
づ
く
特
例
措
置
額
 

4,0
00
億
円

　
　（
59
年
度
改
革
に
基
づ
く
地
方
交
付
税
の
年
度
間
調
整
で
あ
り
、
い
わ
ゆ
る
国
と
地
方
の
貸
し
借
り
）

②
　
地
方
交
付
税
法
附
則
第
4
条
第
4
項
に
基
づ
く
加
算
額
の
一
部
繰
延
べ
 

2,9
24
億
円

　
　
 （
5
年
度
の
法
定
加
算
額
は
3,2
94
億
円
で
あ
る
が
、
5
年
度
に
お
い
て
は
、
こ
の
う
ち
37
0億
円
の
み
を
 

 
加
算
し
、
残
り
を
9
年
度
以
降
に
繰
り
延
べ
る
こ
と
と
し
た
も
の
）

（
参
考
） 法
　
定
　
率
　
分

15
兆
9,8
04
億
円

法
定
加
算
分

37
0億
円

△
　
3,6
30
億
円

特
例
措
置
額

△
　
4,0
00
億
円

一
般
会
計
ベ
ー
ス

15
兆
6,1
74
億
円

特
会
借
入
金
償
還
等

△
　
1,8
22
億
円

特
会
出
口
ベ
ー
ス

15
兆
4,3
51
億
円
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「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

11
．
補
助
金
等

○
 　
補
助
金
等
の
整
理
合
理
化
に
当
た
っ
て

は
、
国
と
地
方
の
関
係
等
に
関
す
る
臨
時

行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答
申
等
に
お
い

て
示
さ
れ
た
具
体
的
な
改
革
方
針
に
基
づ

き
、
今
後
と
も
一
層
の
見
直
し
を
行
っ
て

い
く
こ
と
が
必
要
。

○
　
一
般
財
源
化
、
補
助
制
度
の
見
直
し
、
零
細
補
助
金
の
廃
止
等
の
整
理
合
理
化
を
推
進
し
、
補
助
金
等
の
総
額
を
抑
制
。

（
一
般
財
源
化
し
た
補
助
金
等
）

①
国
民
健
康
保
険
事
務
費
負
担
金
の
一
部
（
例
；
賃
金
） 
 

 1
04
億
円

②
公
的
病
院
特
殊
診
療
部
門
運
営
費
補
助
金
の
う
ち
、
自
治
体
立
病
院
特
殊
診
療
部
門
運
営
費
  

 2
4億
円

③
看
護
婦
等
養
成
所
運
営
費
補
助
金
の
う
ち
、
自
治
体
立
養
成
所
運
営
費
  

 1
9億
円

④
保
健
所
運
営
費
交
付
金
の
う
ち
人
件
費
相
当
分
（
保
健
婦
、
薬
剤
師
、
精
神
保
健
相
談
員
等
） 
 

 2
12
億
円

⑤
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
の
う
ち
共
済
費
追
加
費
用
等
  

 6
49
億
円

⑥
小
規
模
事
業
指
導
費
補
助
金
の
う
ち
商
工
会
、
商
工
会
議
所
の
経
営
指
導
員
等
の
人
件
費
等
  

 約
 7
5億
円

（
補
助
制
度
の
見
直
し
等
）

①
国
民
健
康
保
険
保
険
基
盤
安
定
負
担
金
（
46
0億
円
）

　
　
　
暫
定
措
置
（
平
成
5
・
6
年
度
）
と
し
て
1
／
2
定
率
負
担
か
ら
定
額
負
担
（
10
0億
円
）
に
改
め
る
。

②
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
等
（
80
億
円
）

　
　
　
国
庫
負
担
限
度
基
準
の
引
下
げ
（
1.0
45
　
→
　
1.0
25
）

③
水
田
営
農
活
性
化
助
成
補
助
金
（
28
7億
円
）

　
　
　
転
作
助
成
の
在
り
方
を
見
直
し
、
営
農
形
態
に
着
目
し
た
新
た
な
体
系
へ
転
換
。

④
自
主
流
通
米
奨
励
金
（
16
1億
円
）

　
　
　
 自
主
流
通
対
策
費
に
つ
い
て
、
米
の
制
度
別
・
用
途
別
需
給
不
均
衡
の
是
正
に
向
け
て
見
直
し
。（
特
定
銘
柄
生
産
加
算
、
等

級
加
算
を
縮
減
）

⑤
地
下
鉄
建
設
費
補
助
費
（
64
億
円
）

　
　
　
 建
設
費
に
つ
い
て
の
地
方
公
共
団
体
の
出
資
比
率
を
引
き
上
げ
る
こ
と
に
よ
り
、
事
業
費
の
確
保
を
図
り
つ
つ
補
助
金
を
削
減
。



「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

○
 　
公
共
事
業
等
に
係
る
補
助
率
等
に
つ
い

て
は
、
臨
時
行
政
改
革
推
進
審
議
会
の
答

申
等
を
踏
ま
え
、
体
系
化
・
簡
素
化
等
の

観
点
か
ら
、
関
係
省
庁
間
で
総
合
的
検
討

を
進
め
、
そ
の
上
で
経
済
・
財
政
事
情
、

各
公
共
施
設
の
整
備
状
況
等
を
踏
ま
え
つ

つ
、
見
直
す
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
 　
公
共
事
業
等
に
係
る
補
助
率
等
に
つ
い
て
は
、
行
革
審
答
申
等
を
踏
ま
え
、
体
系
化
・
簡
素
化
等
の
観
点
か
ら
、
直
轄
事
業
に
あ
っ
て
は

2
／
3
、
補
助
事
業
に
あ
っ
て
は
1
／
2
を
基
本
と
し
て
恒
久
化
す
る
こ
と
と
し
、
平
成
5
年
度
か
ら
適
用
す
る
。

　
　
　（
直
轄
事
業
） 

　
　
　（
補
助
事
業
）

○
大
規
模
な
も
の
　
7
／
10

　
　
　
　
　
　
↑
　
＜
加
算
＞

　
　
 
原
 則
　
2
／
3
 

○
直
轄
事
業
に
準
じ
る
も
の
　
2
／
3

 
○
国
の
責
任
が
重
い
と
考
え
ら
れ
る
も
の
　
　
5.5
／
10

 
○
大
規
模
な
も
の
等

 
　
　
　
　
　
　
↑
　
＜
加
算
＞

 
　
　
 
原
 則
　
1
／
2

〔
参
考
〕
補
助
率
等
の
推
移
（
具
体
例
） 59
’
以
前

60
’

61
’

62
’
～
2
’

3
’
～
4
’

5
’
以
降

道
路
改
築

　
一
般
国
道
（
直
轄
）

3
／
4

2
／
3

6
／
10

2
／
3

2
／
3

　
一
般
国
道
（
補
助
）

3
／
4

2
／
3

6
／
10

5.7
5／
10

6
／
10

5.5
／
10

国
営
か
ん
が
い
排
水
〔
基
本
〕

6
／
10

5.5
／
10

5.2
5／
10

5.5
／
10

2
／
3

・
 今
回
の
措
置
に
伴
う
地
方
公
共
団
体
の
負
担
に
つ
い
て
は
、
事
業
の
円
滑
な
遂
行
に
支
障
を
生
ず
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
適
切
な
地
方
財
政

措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

・
今
回
の
見
直
し
に
当
た
っ
て
は
、
国
庫
補
助
負
担
制
度
に
係
る
以
下
の
改
善
合
理
化
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　
①
　
 直
轄
事
業
負
担
金
制
度
の
改
善
（
維
持
管
理
経
費
等
の
国
庫
負
担
率
の
引
上
げ
　
1
／
2
　
→
　
5.5
／
10
、
事
務
費
充
当
範
囲
の
改
善
）

　
②
　
補
助
対
象
事
業
の
重
点
化
（
補
助
対
象
の
見
直
し
、
採
択
基
準
の
引
上
げ
）
等
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「
報
告
」
に
お
け
る
指
摘
事
項

平
成
5
年
度
予
算
に
お
け
る
措
置
状
況

12
．
人
件
費
の
抑
制

○
 　
第
8
次
定
員
削
減
計
画
を
着
実
に
実

施
、
新
規
増
員
の
厳
し
い
抑
制
に
よ
り
、

引
き
続
き
定
員
を
純
減
。

○
 　
第
8
次
定
員
削
減
計
画
に
基
づ
き
、
定
員
削
減
を
着
実
に
実
施
す
る
と
と
も
に
、
真
に
必
要
と
さ
れ
る
新
規
行
政
需
要
に
つ
い
て
も
、
極

力
振
替
に
よ
っ
て
対
処
し
増
員
を
厳
に
抑
制
す
る
こ
と
に
よ
り
、
引
き
続
き
国
家
公
務
員
数
の
縮
減
を
図
る
。

 
4
年
度
 

 
5
年
度

国
家
公
務
員
定
員
（
純
減
） 

△
　
1,3
72
人
 

 
△
　
1,2
15
人

（
出
所
 ）
財
政
制
度
審
議
会
総
会
（
第
7
回
）　
平
成
5
年
1
月
20
日
配
付
資
料
⑵
（
財
政
制
度
審
議
会
「
平
成
4
年
度
　
財
政
制
度
審
議
会
資
料
集
　
総
会
編
」

12
8-
14
9ペ
ー
ジ
）。



8-130　 「国の補助金等の整理及び合理化等に
関する法律案」について

平 成 5 年 1 月
大 蔵 省
総 理 府・ 文 部 省
農林水産省・運輸省
建 設 省・ 自 治 省

1．法律案の趣旨
　これまで累次の補助金一括法において暫定
措置が採られていた国の補助金等にかかる以
下の事項について、国の地方公共団体の機能
分担、費用負担の在り方等を勘案しつつ、一
体的総合的な検討を行い、補助率等の恒久化
等の措置を講じようとするものである。

2．法律案の概要
⑴　公共事業等に係る補助率等の恒久化（河
川法等30法律の一部改正）
　公共事業等に係る補助率等について、臨時
行政改革推進審議会答申等を踏まえ、体系
化・簡素化等の観点から、直轄事業にあって
は 2／ 3、補助事業にあっては 1／ 2を基本
として恒久化することとし、平成 5年度から
適用する（暫定措置の解消）。
　なお、今回の見直しは、体系化・簡素化等
の観点から行うものであり、全体としての補
助率等の水準を引き下げることを目的とする
ものではない。
（注 ）上記見直しと併せ、直轄事業負担金
のうち維持管理費に係る地方の負担割
合を引き下げる等の措置を講ずる。

〔今回の見直しの考え方〕
①　直轄事業　原則： 2／ 3
  但し、大規模であるなど、特に国の責
任が重いと考えられる事業： 7 ／10

（例）ダム等大規模河川改修
②　補助事業　原則： 1／ 2
  但し、 補助事業の中でも、特に国の責

任が重いと考えられる事業： 
 5.5／10
（例 ）国が設置し地方公共団体
が管理する第 2 種空港の滑
走路等工事
補助事業であっても、直轄事

業に準ずる性格の事業：2／ 3
（例）第 4種（避難）漁港修築

③　地域特例（北海道、離島、奄美、沖縄
等）に係る補助率については、基本補助
率等に対する現行の嵩上げ幅を維持する
ことを基本とする。
 〔例〕砂防事業費補助

一般 北海道 離島 奄美 沖縄
現　行 5.5/10 5.5/10 5.5/10 7 /10 9 /10
改正後 1 / 2 1 / 2 1 / 2 2 / 3 9 /10

（参考 ）これまでの補助率等の推移（河川
法の例）
59年度 60年度 61年度 62～

2 年度
3～
4年度

5年度
～

〔 直轄
事業〕2 / 3 6 /10 6 /10 5.5/10 6 /10 2 / 3

〔 補助
事業〕2 / 3 6 /10 5.5/10 5.25

/10 5.5/10 1 / 2

⑵　義務教育費国庫負担金（共済費追加費用
等）の一般財源化（ 2法律）

  義務教育費国庫負担金のうち共済費追加
費用等については、平成 4年度において、
平成 4年度から 6年度までの 3年間で段階
的に一般財源化することとされていたが、
これを平成 5年度において全額一般財源化
する。

⑶　国の負担にかかる繰入れの特例の延長
（ 2法律）
  地震再保険及び自賠責再保険に係る事務
費について、一般会計からの繰入れの停止
措置を当分の間延長する。

　なお、上記⑴⑵の措置に関しては、地方財
政運営に支障を生ずることのないよう適切に
対処することとしている。

3．法律案の成立時期
　本法律案は、平成 5年度予算と一体不可分
のものであり、また、現下の経済情勢の下で
必要な公共事業等の予算の執行を円滑・適正
に行うためにも、予算と一体のものとして成
立することが必要である。
（出所 ）財政制度審議会法制部会　平成 5 年

1 月20日配付資料⑴（財政制度審議会
「平成 4年度　財政制度審議会資料集　
法制部会編」 3-4 ページ）。
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8-131　 平成 5年度予算における補助金等について
大蔵省主計局

平成 5年度補助金等の整理合理化状況年度

　 5年度予算編成に当たって、補助金等については、既存の制度・施策について見直しを行う
など、引き続き積極的に整理合理化を推進した。
①．補助金等総額の伸率（2.8％）を一般歳出の伸率（3.1％）以下に抑制している。
②．一般歳出に占める補助金等総額のシェアは41.9％で昭和49年度以来の低い率。
③．公共事業等の補助率等については体系化・簡素化を図り、恒久化することとしている。
④． 4年度に引き続き補助金等の一般財源化を実施した。　約1,100億円

1．補助金等の総額
補助金等総額の推移

区分

年度

一般会計予算額（当初） 補助金等予算額（当初）

総　計（a） うち一般歳出総計（b） 総　計（c） 参　考

伸　率 伸　率 伸　率 増△減額 （c）/（a） （c）/（b）

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ ％

58 503,796 1.4 326,195 △　0.0 149,950 1.6 2,292 29.8 46.0
59 506,272 0.5 325,857 △　0.1 145,645 △　2.9 △　4,305 28.8 44.7
60 524,996 3.7 325,854 △　0.0 144,301 △　0.9 △　1,344 27.5 44.3
61 540,886 3.0 325,842 △　0.0 141,090 △　2.2 △　3,211 26.1 43.3
62 541,010 0.0 325,834 △　0.0 140,779 △　0.2 △311 26.0 43.2
63 566,997 4.8 329,821 1.2 142,003 0.9 1,224 25.0 43.1
元 604,142 6.6 340,805 3.3 147,400 3.8 5,397 24.4 43.3
2 662,368 9.6 353,731 3.8 150,282 2.0 2,882 22.7 42.5
3 703,474 6.2 370,365 4.7 156,561 4.2 6,279 22.3 42.3
4 722,180 2.7 386,988 4.5 162,632 3.9 6,071 22.5 42.0

（13,000） ― （5,609） ― （5,609） ― ―
5 723,548 0.2 399,168 3.1 167,112 2.8 4,480 23.1 41.9

― （13,783） ― （6,097） ― （488） ― ―

（注）（　）内は「産業投資特別会計へ繰入等」であり、外書きである。



（参考 1）
⑴　主要経費別増減分析 （単位：億円、％）

区　分
4年度 5年度 対前年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増△減額 伸　率
社 会 保 障 関 係 費 68,259 42.0 70,432 42.1 2,173 3.2
文教及び科学振興費 37,647 23.1 37,873 22.7 226 0.6
恩 給 関 係 費 35 0.0 36 0.0 1 2.3
防 衛 関 係 費 3,649 2.2 3,719 2.2 69 1.9

（5,609） ― （6,097） ― （488） ―
公 共 事 業 関 係 費 30,886 19.0 32,739 19.6 1,853 6.0
経 済 協 力 費 2,130 1.3 2,329 1.4 199 9.4
中 小 企 業 対 策 費 1,449 0.9 1,477 0.9 28 2.0
エネルギー対策費 472 0.3 477 0.3 5 1.0
食 糧 管 理 費 1,351 0.8 1,013 0.6 △338 △25.0

（5,609） ― （6,097） ― （488） ―
主要経費計 145,878 89.7 150,095 89.8 4,216 2.9

その他の事項経費 16,753 10.3 17,018 10.2 264 1.6
（5,609） ― （6,097） ― （488） ―

合 計 162,632 100.0 167,112 100.0 4,480 2.8

⑵　法律補助・予算補助の区分 （単位：億円、％）

区　分
4年度 5年度 対前年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増△減額 伸　率
（4,714） ― （5,125） ― （411） ―

法 律 補 助 137,601 84.6 141,040 84.4 3,439 2.5
（4,113） ― （4,424） ― （311） ―

「 負 担 す る 」 123,027 75.6 125,837 75.3 2,809 2.3
（  601） ― （  701） ― （99） ―

「 で き る 」 14,573 9.0 15,203 9.1 630 4.3
（  895） ― （  972） ― （ 77） ―

予 算 補 助 25,031 15.4 26,073 15.6 1,042 4.2
（5,609） ― （6,097） ― （488） ―

計 162,632 100.0 167,112 100.0 4,480 2.8

⑶　地方公共団体・その他の区分 （単位：億円、％）

区　分
4年度 5年度 対前年度

予算額 構成比 予算額 構成比 増△減額 伸　率
（5,351） ― （5,812） ― （461） ―

地 方 公 共 団 体 130,609 80.3 134,223 80.3 3,614 2.8
（  258） ― （  285） ― （ 26） ―

そ 　 の 　 他 32,023 19.7 32,889 19.7 867 2.7
（5,609） ― （6,097） ― （488） ―

計 162,632 100.0 167,112 100.0 4,480 2.8

［（注）各表の（　）内は「産業投資特別会計へ繰入等」であり、外書きである。］
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2 ．公共事業等に係る補助金等の恒久化（暫定措置の解消）

　⑴ 　公共事業等に係る補助率等については、行革審答申等を踏まえ、体系化・簡素化等の観
点から、直轄事業にあっては 2 / 3 、補助事業にあっては 1 / 2 を基本として恒久化するこ
ととし、平成 5年度から適用する。

（直轄事業）　　　　　　（補助事業）
○大規模なもの 7 /10
　　↑　＜加算＞
  ○ 直轄事業に準じるもの　 2 / 3

  ○ 国の責任が重いと考えられるもの
  ○大規模なもの等 5.5/10
  　　↑　＜加算＞

原則 2 / 3

原則 1 / 2

　〔参考〕補助率等の推移（具体例）
59’以前 60’ 61’ 62’～ 2’ 3’～ 4’ 5’以降

道路改築

　一般国道（直轄） 3 / 4 2 / 3 → 6 /10 2 / 3 2 / 3

　　　〃　 （補助） 3 / 4 2 / 3 6 /10 5.75/10 6 /10 5.5/10

国営かんがい排水〔基本〕 6 /10 5.5/10 → 5.25/10 5.5/10 2 / 3

　（注 ）地域特例（北海道、離島、奄美、沖縄等）に係る補助率等については、基本補助率
等に対する現行の嵩上げ幅を維持することを基本とする。

　　　〔例〕都道府県道改修（補助）
その他 北海道 離島 奄美 沖縄

59’以前
4’

2 / 3
5.5/10

3 / 4
6 /10

3 / 4
6 /10

9 /10
3 / 4

10/10
9 /10

5’以降 1 / 2 5.5/10 5.5/10 7 /10 9 /10

⑵　今回の措置に伴う地方公共団体の負担については、事業の円滑な執行に支障を生ずるこ
とのないよう、適切な地方財政措置を講ずることとしている。

⑶　今回の見直しに当たっては、国庫補助負担制度に係る以下の改善合理化措置を講ずるこ
ととしている。
①直轄事業負担金制度の改善（維持管理経費等の国庫負担率の引上げ 1 / 2 →5.5/10、
事務費の充当範囲の改善）
②補助対象事業の重点化（補助対象の見直し、採択基準の引上げ）等



3 ．整理合理化措置の主なもの

　⑴　一般財源化
　　地域の主体性を高める観点から、地方公共団体の自主性に委ねるべきものにあっては、
一般財源化を推進すべきであるとの累次の臨調、行革審答申を踏まえ、地方公共団体の事
務・事業として同化、定着しているものについて、一般財源化を図る。
①国民健康保険事務費負担金の一部（例：賃金）（△104億円）
②公的病院特殊診療部門運営費補助金のうち、自治体立病院特殊診療部門運営費（△24
億円）
③看護婦等養成所運営費補助金のうち、自治体立養成所運営費（△19億円）
④保健所運営費交付金のうち、人件費相当分（保健婦、薬剤師、精神保健相談員等）（△
212億円）
⑤義務教育費国庫負担金等のうち、共済費追加費用等（△649億円）
⑥小規模指導事業費補助金のうち、商工会、商工会議所の経営指導員等の人件費等（△
75億円）

　⑵　補助制度の見直し等による補助金の縮減等
①国民健康保険保険基盤安定負担金（△460億円）
 　暫定措置（平成 5， 6年度）として 1 / 2 定率負担から定額負担（100億円）に改め
る。
②義務教育費国庫負担金等の国庫負担限度基準の引下げ（1.045→1.025）（△80億円）
③水田営農活性化助成補助金（△287 億円）
 　転作助成の在り方を見直し、営農形態着目して新たな体系へ転換。
④自主流通米奨励金（△161億円）
 　自主流通対策費について、米の制度別・用途別需給不均衡の是正に向けて見直し
（特定銘柄生産加算、等級加算を縮減）。
⑤地下鉄建設費補助金（△64億円）
 　建設費についての地方公共団体の出資比率を引き上げることにより、事業費の確保
を図りつつ補助金を削減。
⑥地方バス路線維持費補助金（△1.2億円）
 　特定の地域に存するバス路線の事業者に係る国の補助金額の調整を行い、路線バス
事業の円滑な運行を図りつつ補助金を削減。
⑦ごみ処理施設等補助
 　ごみ処理設備等の整備促進のための国庫補助金を定額化し、適切な地方財政措置を
講じつつ事業費の確保を図る。

　⑶　補助対象の重点化（公共事業については前述）
公立高等学校危険建物改築等事業（△11億円）

　　　　　 （不適格建物に係る国庫補助対象を一定規模（1,000㎡）以上の事業に限定）
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（参考 1）　整理合理化の推移
区
分

年
度

新　規

ア

整　理

イ

前年度より
減額したもの

ウ

補助
率の
引下
げ　

総合・メニュー化
件数

終期
の設
定　

定員削減

キ

その他

ク

合　計

ケ
エ カ （参考）

件数（金額）件数（金額）件数（金額）件数 統合前統合後 差引 件数 件数（金額） 件数 件数 イウキ
オ （金額）

億円 億円 億円 億円 億円
62 121 2,046 125 3,785 679 1,830 117 39 20 19 99 54 14 5 1,118 5,629
63 68 718 69 194 712 1,324 25 42 19 23 74 63 14 44 1,029 1,532
元 83 733 83 546 543 1,105 287 30 14 16 67 57 15 135 1,202 1,666
2 66 301 76 184 558 1,806 28 11 6 5 60 59 16 213 1,005 2,006
3 58 1,190 60 133 497 1,404 227 50 24 26 47 58 17 69 1,008 1,554
4 74 1,033 75 637 460 2,044 24 4 2 2 68 55 18 127 813 2,700

（5）
5 55 1,690 55 1,582 412 1,913 218 6 3 3 45 54 16 101 891 3,511

（注） 1．（　）内は衆議院総選挙分であり、外書きである。
2．件数は整理合理化の区分ごとに措置した補助事項単位で計上している。

（参考 2）補助金等の件数の推移

年度区分 62 63 元 2 3 4 5

件数 2,403 2,372 2,356 2,334 2,300 2,297 2,292
対前年度増△減 △ 41 △ 31 △ 16 △ 22 △ 34 △ 3 △ 5

（出所 ）対外公表PR資料　平成 5 年度財研レク資料「平成 5 年度補助金等の整理合理化状況」、
「平成 5年度予算における補助金等について　大蔵省主計局」

8-132　 平成 5 年度の国債償還財源繰入れの
特例措置についての報告

平成 5年11月29日
財政制度審議会

大蔵大臣　藤井　裕久　殿

財政制度審議会会長
鈴木　永二

　財政制度審議会は、平成 5年度の国債償還
財源繰入れの特例措置について審議を行って
きたところであるが、このたび、結論を得た
ので、これを報告する。

財政制度審議会歳出の削減合理化に関する特
別部会委員・特別委員名簿
（企画部会）
部会長 鈴木　永二 三菱化成㈱相談役
委　員 飯田　経夫 国際日本文化研究セ

ンター教授
 石　　弘光 一橋大学教授
 川勝　堅二 ㈱三和銀行会長
 高原　須美子 経済評論家
 竹内　道雄 ㈶資本市場研究会理

事長
 谷村　　裕 ㈶資本市場振興財団

顧問
 玉置　和宏 ㈱毎日新聞社論説副

委員長
 長岡　　實 東京証券取引所理事

長
 藤井　直樹 ㈱サンシャインシティ

代表取締役社長



 堀川　健次郎 ㈱日本経済新聞社編
集局総務

 正村　公宏 専修大学教授
 吉本　　宏 日本銀行副総裁
特　別 伊部　恭之助 ㈱住友銀行相談役最
委　員  高顧問
 河合　良一 ㈱小松製作所代表取

締役会長
 河野　一之 ㈱さくら銀行相談役
 館　　龍一郎 青山学院大学教授
 中西　陽一 石川県知事
 山本　正淑 日本赤十字社社長
（法制部会）  
部会長 谷村　　裕 ㈶資本市場振興財団
  顧問
委　員 高原　須美子 経済評論家
 長岡　　實 東京証券取引所理事

長
 堀川　健次郎 ㈱日本経済新聞社編

集局総務
 吉本　　宏 日本銀行副総裁
 渡辺　恒雄 ㈱読売新聞社代表取

締役社長・主筆
特　別
委　員 芦部　信喜 学習院大学教授

 荒井　　勇 ㈶日本証券経済研究
所顧問

 金子　　宏 横浜国立大学教授
 河野　一之 ㈱さくら銀行相談役
 阪田　雅裕 内閣法制局第三部長
 末廣　義一 日本電算企画㈱取締

役会長
 中島　孝夫 会計検査院第五局長
 兵藤　廣治 放送大学学園理事

　　 平成 5年度の国債償還財源繰入れの  
特例措置についての報告

1．減債制度をめぐる経緯
⑴　定率繰入れを基本とする現行の減債制度
は、財政法施行後初の公債政策の導入に
伴って昭和42年度に確立され、今日までこ
れによってきている。
  すなわち、国債の償還財源の調達のあり
方について、前年度首国債残高の1.6/100
の定率繰入れを基本とし、剰余金繰入れで
これを補完し、さらに必要に応じて行う予

算繰入れによって対処することとしている。
⑵　一方、昭和50年度以降平成元年度まで、
特例公債を毎年大量に発行せざるを得な
かった中で、昭和56～57年度の大幅な税収
減を契機に、昭和57年度から平成元年度ま
で、毎年度の緊急、やむを得ざる措置とし
て、定率繰入れは停止されてきた。その後、
平成 2年度に、特例公債依存体質からの脱
却が達成されるとともに、定率繰入れが再
び実施されることとなり、今日に至ってい
る。

⑶　従前の定率繰入れの停止措置に関して、
当審議会は、基本的には現行の減債制度の
仕組みはこれを維持することが適当である
が、次のような事情を勘案すれば、財政状
況等により一時これを停止する措置をとる
こともやむを得ない、とする考え方を示し
てきた。
①　それぞれの時点における、諸般の事情
を総合的に勘案して、定率繰入れを停止
しても国債の償還等国債整理基金の運営
に支障が生ずるおそれがなかったこと

②　特例公債発行下において、定率繰入れ
を停止することとすれば、それだけ公債
発行額の縮減が可能となること

2．平成 5年度における対応
⑴　平成 5年度の財政は年度途中において大
幅な税収の減少が見込まれるに至り、この
ため、経費の徹底した抑制、節減合理化を
行ってもなお大幅な財源不足の状況にある。
このような状況で、仮に当初予定した定率
繰入れを実施することとすれば、その財源
は特例公債に求めざるを得ない。

⑵　しかしながら、特例公債の発行は、これ
までの当審議会の建議等でも繰り返し述べ
てきた通り、経常的経費は経常的収入で賄
うという基本原則に反するものであること、
社会資本という形で後世代に資産を残さず
負担の公平という観点からも不適切である
こと、ひとたび特例公債を発行すると歳出
増加圧力に対する歯止めがなくなること、
といった問題があり、厳にこれを回避すべ
きである。

⑶　一方、現在の状況で、定率繰入れを停止
すれば、国債整理基金の運営に支障をきた
すという問題があるが、他方、もともと国
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債償還財源として位置付けられている日本
電信電話株式会社の株式売却収入のうち、
現在、社会資本整備のため地方公共団体に
貸し付けられている残高を本来の使途であ
る国債償還財源に復する措置を講ずること
により、国債の償還に支障が生じないよう
対応することが可能となる。
  以上のような状況を踏まえ、 5年度の定
率繰入れを暫定的に停止することは、当面
の財政運営のためにやむを得ないものと考
える。

⑷　なお、今回の措置は 5年度の財政事情等
にかんがみ、暫定的にとられる措置である
ことから、 5年度の特例措置として立法す
るなど、本措置の取扱いについては、過去
の定率繰入れ停止措置の例と同様のものと
することが適当と考える。

（出所 ）「平成 5年度の国債償還財源繰入れの
特例措置についての報告　平成 5 年11
月29日　財政制度審議会」（財務省図書
館所蔵）。

8-133　平成 5年度第二次補正予算の概要

○平成 5年度補正予算フレーム
（単位：億円）

歳出 歳入
1．地方交付税交付金 △ 16,675 1 ．税収 △ 54,770
2 ．追加財政需要 14,028
⑴緊急経済対策関連経費 10,335
①公共事業等の追加 9,396 2 ．税外収入 25,697
（イ）一般公共事業関係費 3,000 ※⑴産業投資特別会計受入金 24,838
（ロ）施設費等 3,004 ⑵その他 859
小計 6,004
（ハ）災害復旧等事業費 3,392
②中小企業等特別対策費 771 3 ．公債金 36,160
③産業投資特別会計へ繰入等 168 ※〔NTT事業償還時補助見合 24,838〕

⑵冷害等対策関連経費 972
①公共事業等の追加 725
②農業保険費等 74
要特別措置法

③その他 173
⑶義務的経費の追加 873
⑷住宅・都市整備公団補給金等 1,512
⑸その他の経費 336
※
3 ．NTT事業償還時補助 24,838
4 ．国債整理基金特別会計へ繰入 24,955
※〔産業投資特別会計受入金見合 24,838〕
5 ．既定経費の節減 △ 9,572
6 ．定率繰入れ等の停止による国債費の減額 △ 30,487

要特例法
歳出計 7,087 歳入計 7,087

（参考）財政投融資計画
中小企業金融公庫、国民金融公庫等に対し総額2,820億円を追加。



○「緊急経済対策」のポイント

　政府は、昨年 3月以来、 3次にわたる
経済対策と景気に配慮した平成 5年度予
算を通じて景気に鋭意対処してきたとこ
ろであるが、今後の景気回復には予断を
許さないものがあるという認識に立って
緊急経済対策を講ずることとした。本対
策は、規制緩和と円高差益還元のほか、
円高の影響や災害による被害への財政措
置を伴う対応等国民の直面する厳しい経
済情勢に対し速効的に対応しうる幅広い
諸施策から成り立っている。
　同時に、本対策は、生活者・消費者が
豊かさを実感できる経済社会の構築と
いった我が国の中長期的な課題の解決に
も資するものと考えられる。

Ⅰ．規制緩和等の推進
　内需拡大や輸入促進に直接的な効果が
あり、また経済構造を変革していくため
の新たな第一歩につながる規制の緩和を
推進

○規制緩和等の推進　94項目
・新たな事業の創出や事業拡大に結びつく
もの
 ⇒　・ ビールの製造免許に係る最低製造

数量基準の引下げ（いわゆる地
ビールの製造）
・携帯電話の売切り制の導入

・競争の促進や価格の弾力化等を通じた市
場の効率化を図るもの
 ⇒　・ タクシー運賃の弾力化

・乗用車の 6か月点検の義務づけ廃
止

・市場アクセスの改善、手続きの簡素化に
より輸入の促進につながるもの
 ⇒　・ 食品の日付表示や建材の基準・認

証の国際化

Ⅱ．円高差益の還元
　国民が円高のメリットを速やか、かつ、
十分に享受し得るよう円高差益還元の促
進

・電力10社の暫定料金引下げ

 ⇒　約2,300億円
・大手ガス 3社の暫定料金引下げ
 ⇒　約 350億円
・ 国内航空運賃の家族割引制度の拡充  
（春休み 4 人家族：東京→札幌間　片道
71,560円⇒　55,460円）

・輸入農林水産物、輸入酒類、石油製品等
について関係業界へ差益還元を要請

・円高差益還元フォーラム、輸入品フェア
の開催等

・生活関連商品の輸入通関価格の消費者へ
の情報提供

〔参考 〕経済企画庁では、10％の円高が持続
した場合、消費者物価は▲1.0％程度下
落すると推計。これに平成 4 年の民間
最終消費支出額（約265兆円）を乗じた
約 2 兆6500億円が 1 年間の円高差益と
試算。

Ⅲ ．厳しい経済情勢等への対応と調和あ
る対外経済関係の形成
1．厳しい経済情勢等への対応
⑴ 　生活者・消費者の視点に立った社会
資本整備の推進（事業費の追加 1兆円）

○　具体的には、
・  「円高差益の還元や規制緩和に直接的、
間接的に関連する社会資本整備」

・  学校の地域開放に必要な施設や国立博
物館、美術館の施設整備等「文化の香り
豊かな質の高い生活に係る社会資本整備」

・  公的施設へのスロープ等の設置や車い
すのすれ違える街路樹のある歩道といっ
た「豊かで美しい生活環境の実現を肌で
実感できる社会資本整備」

を総額 1兆円の規模で推進
○　地方単独事業
・  地域の実情に即して生活者・消費者の
視点に立った社会資本整備が図られるよ
う地方公共団体に対して5,000億円の事
業費の追加を要請

○　社会資本整備を円滑に進めるため、国、
地方公共団体を通じ、地価動向に十分配慮
しつつ、3,000億円の規模で公共用地の先
行取得を行う

⑵ 　災害復旧事業（事業費の追加4,500
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億円）

○ 　集中豪雨や台風等により被害を受けた地
域における災害復旧工事を速やかに行い、
国民生活の安定を確保

⑶ 　住宅金融公庫等の事業規模、貸付枠
を追加
住宅取得促進税制の対象範囲を拡大
し、住宅のリフォームを促進

○　住宅金融公庫（史上最高の追加規模）
・事業規模 2 兆5,000億円追加（ 9 兆2,535
億円→11兆7,535億円）
・貸付枠10万戸追加（60万戸→70万戸）
○　年金福祉事業団
・事業規模4,000億円追加（ 1 兆8,831億円
→ 2兆2,831億円）

○　住宅取得促進税制の対象範囲の拡大（平
成 5年10月 1 日実施）
・一定の住宅改良工事の追加（一室全部の
床の張り替え工事等も適用対象）
・増改築等に係る家屋の床面積要件の上限
（現行240m2）の撤廃
・既存住宅のうち非耐火建築物の築後経過
年数要件の緩和（10年→15年）

⑷ 　流通構造の改善、企業の構造調整に
資する設備投資を促進するため、投資
促進税制の対象を追加

○　設備投資促進税制の対象設備の追加（ 5
年10月 1 日から 1年間の時限措置）
・中小企業等基盤強化税制（流通構造の改
善等）
・中小企業新技術体化投資促進税制（省力
化、合理化等）
・エネルギー需給構造改革推進投資促進税
制（省エネ、環境保全等）
・基盤技術研究開発促進税制（研究開発）
 について、約150設備を対象として追加

⑸ 　円高、冷夏等厳しい経営環境に直面
している中小企業等の支援（政府関係
金融機関等の貸付規模の追加 1兆円超、
今後 1年間で概ね7,700億円程度）

○　中小企業等の経営安定対策―政府関係中
小企業金融機関等の融資制度の活用等

・運転資金支援特別貸付制度、緊急経営支
援貸付制度の拡充等

・農業信用基金協会を通ずる農業者等への
保証付融資の拡大

○　中小企業の構造的な環境変化への対応の
支援
・リストラ支援法案の早期提出、リストラ
支援融資の創設等

⑹　雇用対策

○　失業予防のため、休業手当等の一部を助
成する雇用調整助成金制度の活用、充実
・対象となる業種の指定基準の緩和に係る
暫定措置の延長等

2．調和ある対外経済関係の形成
調和ある対外経済関係が重要との観

点から、輸入の促進のための施策等を
実施

○　一層の輸入拡大を図るための政府関係金
融機関の融資制度の拡充等

○　「総合輸入促進センター」の創設等日本
貿易振興会の輸入促進機能の強化

　以上の施策のほか、活力と創造性のあ
る経済社会構造の構築のための検討を推
進
1  ．経済改革研究会における経済社会構
造の変革に向けての検討を推進
2  ．税制調査会における抜本的な税制改
革についての総合的な検討を推進

生活者・消費者の視点に立った社会資本整備
（主なもの）

〔 1 ．円高差益還元、規制緩和に直接的、間
接的に関連する社会資本整備〕
・容積率緩和による土地の高度利用を実現す
る市街地再開発事業や下水道整備の推進

・輸入インフラとしての空港整備
・輸入手続きを迅速化する動植物検疫の研
究・検査施設等の整備

・豊かな生活をもたらす円滑な取引・流通の
ための卸売市場の整備

etc
〔 2 ．文化の香り豊かな質の高い生活をつく
る社会資本整備〕



・市民による国際文化交流の拠点となる「国
際交流フォーラム」（仮称）の施設
・学校の地域開放促進等のための施設整備
・留学生とのふれあいの場としての国際交流
会館の未設置県解消
・「上野の杜の文化発信基地づくり」等博物
館・美術館の整備
 （東京国立博物館法隆寺宝物館、奈良国立
博物館第二新館、国立西洋美術館展示施設、
国立科学博物館上野地区たんけん館等）
・新しい情報文化の円滑な供給を促進する
「マルチメディアセンター」の設置
・研究機能の向上や、豊かで質の高い生活に
つながる研究の充実のための大学、研究機
関の施設の整備

etc
〔 3 ．豊かで美しい生活環境の実現を肌で実
感できる社会資本整備〕
・安全な水、おいしい水の確保のための河川
の水質改善等
・緑豊かで、車椅子もすれ違える幅の広い歩
道の整備等
・歩道の段差解消やスロープ・エレベー
ター・トイレ等の整備による高齢者・身障
者にやさしい街づくり
・違法駐車、放置自転車をなくし、駅周辺、
商店街を生き返らせる駐車場・駐輪場の整
備
・渋滞を緩和し、高齢者・身障者を守る交差
点改良・鉄道の立体交差化及び信号機の機
能アップ
・快適な通勤・通学を支え、誰もが利用しや
すい「まちの顔」駅前広場の整備
・美しい街づくりのための電線類の地中化
・住宅団地から最寄りの駅までの交通を確保
する住宅アクセス道路の整備
・多数の児童・園児たちが安全に通うための
学校周辺の通学路の整備
・デイサービスセンターと結び付けるなど高
齢者が安心して住むことができる公共住宅
の供給の推進
・大都市圏等におけるゆとりある都市型住宅
供給の促進
・家族一緒に憩え、文化活動やスポーツ活動
の場となる市民に身近な公園の整備
・既整備区域の隣接区域での下水道の重点的

整備促進
・道路消融雪施設の整備など雪に強いまちづ
くりの推進

・農村での快適なくらしづくりのための農業
集落排水施設等の整備

・「緑の中の体験教室」の整備
・山村に若者や女性の定住できる簡易排水施
設等生活環境の整備

・地方における清潔で潤いのある生活の基盤
を支える広域水道、簡易水道の整備

・消費者被害を未然に防止する国民生活セン
ターの商品テスト設備等の整備

・視覚障害者の自立に役立つ日本点字図書館
整備

・高齢者・身障者が快適な空間の中であたた
かく質の高い生活を過ごせるための福祉施
設の整備

・良質で高度な医療と患者にやさしい環境を
提供する病院の整備

・清潔で快適な街づくりのための地域周辺環
境と調和した廃棄物処理施設の整備

・ごみ処理・リサイクル促進のための技術開
発用実証プラント整備

・在来線駅に合わせた総合駅としての新幹線
駅の整備の推進

・快適な通勤・通学のための地下鉄の整備及
び旅客サービスの向上

・安全・安心なくらしを支える防災体制の整
備と研究の推進

○冷害等対策の概要
農業共済
・共済金の支払額4,925億円、再保険金支払
額4,325億円程度、農業共済再保険特別会
計の支払財源不足額は3,656億円程度と見
込まれる。

・特別会計の支払財源不足については、従来
は一般会計から繰入れ、後日繰戻すという
方法により対処してきたが、本年は誠に深
刻な財源状況に立ち至っていることから資
金運用部からの借入で対応したうえで、利
子については一般会計が負担することとし
て、従来と実質的に同様の措置を講ずる。

・借入金の償還の財源として、緊急特例的に
行う米の輸入により食糧管理特別会計に発
生する一時的な利益をあてることとし、必
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要あるときは、一般会計から繰り入れるこ
とができることとする。
・関連対策として損害評価事務費の特別助成
及び農業共済基金への出資の実施。
災害金融
天　災　融　資
・11月10日天災融資法、激甚災害法発動
・融資枠　2,000億円
・貸付金利　 措置期間（ 3年）を設け、その

間金利を引下げ  
3.0％→1.5％、3.85％→3.5％、 
4.3％→4.0％

・貸付限度額　 個人　250万円（北海道400万
円）  
法人　2,000万円

自作農維持資金
・融資枠　1,000億円
・貸付金利　 4.0％  

措置期間（ 3 年）中3.0％に引
下げ（特別被害地域の特別被害
者に限る）

・貸付限度額　 一般150万円（残高）の限度
額を被害の大きい地域につい
て引上げ  
北海道　既往貸付金＋170万円  
東北・九州　300万円（残高）

予約概算金
・利益減免措置を実施。
種子確保助成
・かかり増分の種もみを、国庫助成により、
値引販売（ 1／ 3以上値引）
・種もみの遠距離県間輸送についての輸送費
助成
公　共　等　
　冷害地域等向けに、公共事業（農業農村整
備、道路、治水）、非公共事業（復田、小規
模土地基盤整備等）の追加及び既定経費の再
配分により、概ね2,000億円程度の事業規模
を確保。
土地改良負担金
　土地改良負担金総合償還対策事業の特例事
業として、対象を限定して、土地改良負担金
（公庫借入等）の償還猶予利息等について利
子補給（国、県　 1／ 2ずつ）実施。
その他
越冬用粗飼料の確保

・秋冬作飼料作物の作付拡大に要するは種経
費の助成。

・稲わら等の国産粗飼料の広域流通に要する
運送経費の助成。

家畜導入資金供給事業の特例
・貸付期間（ 5年）の満了する牛を対象に、
特例的に新たな貸付（ 1年）を認める。

農業改良資金の支払猶予期間の特例　
 （ 1 年→ 3年）
（出所 ）財政制度審議会総会（第 5回）　平成

5年11月29日配付資料⑴（財政制度審
議会「平成 5 年度　財政制度審議会資
料集　総会編」107-113ページ）。
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2,9
29
（
10
0）

13
4
（
4.6
）

19
8
（
6.8
）

50
（
1.7
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
2,5
47
（
87
.0）

0
（
―
）

4
．
住
宅
対
策

35
,38
1
（
10
0）

95
8
（
2.7
）

19
4
（
0.5
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
34
,22
9（
96
.7）

5
．
下
水
道
・
環
境
衛
生
等
52
,33
3
（
10
0）

2,2
79
（
4.4
）

67
0
（
1.3
）

41
7
（
0.8
）
6,5
40
（
12
.5）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
42
,42
7（
81
.1）

下
水
道

37
,47
0
（
10
0）

1,9
18
（
5.1
）

22
4
（
0.6
）

20
（
0.1
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
35
,30
8（
94
.2）

環
境
衛
生

7,3
11
（
10
0）

4
（
0.1
）

40
0
（
5.5
）

36
7
（
5.0
）
6,5
40
（
89
.5）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

公
園
等

7,5
52
（
10
0）

35
7
（
4.7
）

46
（
0.6
）

30
（
0.4
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
7,1
19
（
94
.3）

公
園

6,0
47
（
10
0）

35
7
（
5.9
）

46
（
0.8
）

30
（
0.5
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
5,6
14
（
92
.8）

再
開
発
等

1,5
05
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
1,5
05
（
10
0）

6
．
農
業
農
村
整
備

15
,64
6
（
10
0）

52
9
（
3.4
）

10
0
（
0.6
）

16
2
（
1.0
）

0
（
―
）
14
,85
5（
94
.9）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

7
．
林
道
・
工
業
用
水
等

4,1
23
（
10
0）

39
（
0.9
）

23
（
0.6
）

11
8
（
2.9
）

0
（
―
）
3,8
41
（
93
.2）

10
2
（
2.5
）

0
（
―
）

0
（
―
）

造
林

1,3
56
（
10
0）

28
（
2.1
）

13
（
1.0
）

9
（
0.7
）

0
（
―
）
1,3
06
（
96
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

林
道

2,2
78
（
10
0）

11
（
0.5
）

10
（
0.4
）

22
（
1.0
）

0
（
―
）
2,2
35
（
98
.1）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

工
業
用
水

10
2
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

10
2
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

沿
岸
漁
場
整
備

30
0
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

30
0
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

離
島
電
気
等

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

電
気

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

簡
易
水
道

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

鉄
道
防
災

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

新
幹
線

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

8
．
調
整
費
等

30
0
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

30
0（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

一
般
公
共
計

17
5,0
00
（
10
0）
10
,79
7
（
6.2
）
3,4
93
（
2.0
）
3,2
57
（
1.9
）
6,5
40
（
3.7
）
21
,97
6（
12
.6）

10
2
（
0.1
）
9,5
07
（
5.4
）
11
9,3
28
（
68
.2）

（
注
）
 1
．
各
統
計
は
、
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
。
 

2
．（
　
）
書
き
は
、
割
合
で
％
で
あ
る
。

428　　Ⅲ　予算



平成 5年度　　429
　
②
　
4
年
度
公
共
事
業
関
係
費
（
1,7
50
億
円
）

（
単
位
：
百
万
円
、
％
）

事
項
名

金
額

左
の
省
庁
別
内
訳

北
海
道
開
発
庁

沖
縄
開
発
庁

国
土
庁

厚
生
省

農
林
水
産
省

通
商
産
業
省

運
輸
省

建
設
省

1
．
治
山
・
治
水

15
,44
3
（
10
0）

1,9
68
（
12
.7）

32
0
（
2.1
）

35
4
（
2.3
）

0
（
―
）
1,5
28
（
9.9
）

0
（
―
）

49
3
（
3.2
）
10
,78
0（
69
.8）

治
水

12
,50
8
（
10
0）

1,6
92
（
13
.5）

28
2
（
2.3
）

17
9
（
1.4
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
10
,35
5（
82
.8）

治
山

1,4
04
（
10
0）

15
8（
11
.3）

18
（
1.3
）

0
（
―
）

0
（
―
）
1,2
28
（
87
.5）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

海
岸

1,5
31
（
10
0）

11
8
（
7.7
）

20
（
1.3
）

17
5（
11
.4）

0
（
―
）

30
0（
19
.6）

0
（
―
）

49
3（
32
.2）

42
5（
27
.8）

2
．
道
路
整
備

37
,55
0
（
10
0）

4,2
64
（
11
.4）

1,0
08
（
2.7
）

43
3
（
1.2
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
31
,84
5（
84
.8）

3
．
港
湾
・
漁
港
・
空
港

13
,31
7
（
10
0）

82
2
（
6.2
）
1,1
40
（
8.6
）
1,5
98
（
12
.0）

0
（
―
）
1,7
98
（
13
.5）

0
（
―
）
7,9
59
（
59
.8）

0
（
―
）

港
湾

7,7
74
（
10
0）

51
0
（
6.6
）

67
6
（
8.7
）

87
8（
11
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
5,7
10
（
73
.4）

0
（
―
）

漁
港

2,9
56
（
10
0）

19
4
（
6.6
）

28
9
（
9.8
）

67
5（
22
.8）

0
（
―
）
1,7
98
（
60
.8）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

空
港

2,5
87
（
10
0）

11
8
（
4.6
）

17
5
（
6.8
）

45
（
1.7
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
2,2
49
（
86
.9）

0
（
―
）

4
．
住
宅
対
策

35
,45
6
（
10
0）

96
0
（
2.7
）

19
2
（
0.5
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
34
,30
4（
96
.8）

5
．
下
水
道
・
環
境
衛
生
等
53
,06
4
（
10
0）

2,2
85
（
4.3
）

74
4
（
1.4
）

45
2
（
0.9
）
7,0
49
（
13
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
42
,53
4（
80
.2）

下
水
道

37
,55
0
（
10
0）

1,9
22
（
5.1
）

22
5
（
0.6
）

20
（
0.1
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
35
,38
3（
94
.2）

環
境
衛
生

7,9
44
（
10
0）

4
（
0.1
）

47
3
（
6.0
）

41
8
（
5.3
）
7,0
49
（
88
.7）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

公
園
等

7,5
70
（
10
0）

35
9
（
4.7
）

46
（
0.6
）

14
（
0.2
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
7,1
51
（
94
.5）

公
園

6,0
60
（
10
0）

35
9
（
5.9
）

46
（
0.8
）

14
（
0.2
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
5,6
41
（
93
.1）

再
開
発
等

1,5
10
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
1,5
10
（
10
0）

6
．
農
業
農
村
整
備

15
,97
2
（
10
0）

56
4
（
3.5
）

11
5
（
0.7
）

18
8
（
1.2
）

0
（
―
）
15
,10
5（
94
.6）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

7
．
林
道
・
工
業
用
水
等

3,9
08
（
10
0）

59
（
1.5
）

32
（
0.8
）

11
9
（
3.0
）

0
（
―
）
3,6
03
（
92
.2）

95
（
2.4
）

0
（
―
）

0
（
―
）

造
林

92
0
（
10
0）

39
（
4.2
）

14
（
1.5
）

6
（
0.7
）

0
（
―
）

86
1（
93
.6）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

林
道

2,5
00
（
10
0）

20
（
0.8
）

18
（
0.7
）

26
（
1.0
）

0
（
―
）
2,4
36
（
97
.4）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

工
業
用
水

95
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

95
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

沿
岸
漁
場
整
備

30
6
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

30
6
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

離
島
電
気
等

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

電
気

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

簡
易
水
道

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

87
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

鉄
道
防
災

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

新
幹
線

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

8
．
調
整
費
等

29
0
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

29
0（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

一
般
公
共
計

17
5,0
00
（
10
0）
10
,92
2
（
6.2
）
3,5
51
（
2.0
）
3,4
34
（
2.0
）
7,0
49
（
4.0
）
22
,03
4（
12
.6）

95
（
0.1
）
8,4
52
（
4.8
）
11
9,4
63
（
68
.3）

（
注
）
 1
．
各
統
計
は
、
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
。
 

2
．（
　
）
書
き
は
、
割
合
で
％
で
あ
る
。



　
③
　
5
年
度
公
共
事
業
関
係
費
（
2,1
90
億
円
）

（
単
位
：
百
万
円
、
％
）

事
項
名

金
額

左
の
省
庁
別
内
訳

北
海
道
開
発
庁

沖
縄
開
発
庁

国
土
庁

厚
生
省

農
林
水
産
省

通
商
産
業
省

運
輸
省

建
設
省

1
．
治
山
・
治
水

19
,08
7
（
10
0）

2,6
74
（
14
.0）

43
0
（
2.3
）

47
0
（
2.5
）

0
（
―
）
2,1
52
（
11
.3）

0
（
―
）

61
2
（
3.2
）
12
,74
9（
66
.8）

治
水

15
,13
9
（
10
0）

2,2
98
（
15
.2）

37
3
（
2.5
）

23
1
（
1.5
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
12
,23
7（
80
.8）

治
山

2,0
32
（
10
0）

21
5（
10
.6）

24
（
1.2
）

0
（
―
）

0
（
―
）
1,7
93
（
88
.2）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

海
岸

1,9
16
（
10
0）

16
1
（
8.4
）

33
（
1.7
）

23
9（
12
.5）

0
（
―
）

35
9（
18
.7）

0
（
―
）

61
2（
31
.9）

51
2（
26
.7）

2
．
道
路
整
備

59
,63
5
（
10
0）

5,9
35
（
10
.0）

1,3
50
（
2.3
）

67
3
（
1.1
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
51
,67
7（
86
.7）

3
．
港
湾
・
漁
港
・
空
港

15
,10
6
（
10
0）

97
6
（
6.5
）
1,4
84
（
9.8
）
2,0
44
（
13
.5）

0
（
―
）
2,2
85
（
15
.1）

0
（
―
）
8,3
17
（
55
.1）

0
（
―
）

港
湾

8,4
78
（
10
0）

54
1
（
6.4
）

87
9（
10
.4）

1,1
11
（
13
.1）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
5,9
47
（
70
.1）

0
（
―
）

漁
港

3,8
07
（
10
0）

27
5
（
7.2
）

37
3
（
9.8
）

87
4（
23
.0）

0
（
―
）
2,2
85
（
60
.0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

空
港

2,8
21
（
10
0）

16
0
（
5.7
）

23
2
（
8.2
）

59
（
2.1
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
2,3
70
（
84
.0）

0
（
―
）

4
．
住
宅
対
策

35
,95
6
（
10
0）

1,3
04
（
3.6
）

25
4
（
0.7
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
34
,39
8（
95
.7）

5
．
下
水
道
・
環
境
衛
生
等
63
,52
0
（
10
0）

3,0
99
（
4.9
）

98
5
（
1.6
）

57
5
（
0.9
）
9,2
86
（
14
.6）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
49
,57
5（
78
.0）

下
水
道

44
,13
3
（
10
0）

2,6
11
（
5.9
）

29
8
（
0.7
）

26
（
0.1
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
41
,19
8（
93
.3）

環
境
衛
生

10
,44
3
（
10
0）

0
（
―
）

62
6
（
6.0
）

53
1
（
5.1
）
9,2
86
（
88
.9）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

公
園
等

8,9
44
（
10
0）

48
8
（
5.5
）

61
（
0.7
）

18
（
0.2
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
8,3
77
（
93
.7）

公
園

6,7
84
（
10
0）

48
8
（
7.2
）

61
（
0.9
）

18
（
0.3
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
6,2
17
（
91
.6）

再
開
発
等

2,1
60
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）
2,1
60
（
10
0）

6
．
農
業
農
村
整
備

20
,56
9
（
10
0）

76
6
（
3.7
）

15
2
（
0.7
）

25
0
（
1.2
）

0
（
―
）
19
,40
1（
94
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

7
．
林
道
・
工
業
用
水
等

4,7
74
（
10
0）

82
（
1.7
）

43
（
0.9
）

10
9
（
2.3
）

0
（
―
）
4,4
28
（
92
.8）

11
2
（
2.3
）

0
（
―
）

0
（
―
）

造
林

96
1
（
10
0）

50
（
5.2
）

19
（
2.0
）

15
（
1.6
）

0
（
―
）

87
7（
91
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

林
道

3,2
20
（
10
0）

27
（
0.8
）

24
（
0.7
）

12
（
0.4
）

0
（
―
）
3,1
57
（
98
.0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

工
業
用
水

11
2
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

11
2
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

沿
岸
漁
場
整
備

39
4
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

39
4
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

離
島
電
気
等

87
（
10
0）

5
（
5.7
）

0
（
―
）

82
（
94
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

電
気

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

簡
易
水
道

87
（
10
0）

5
（
5.7
）

0
（
―
）

82
（
94
.3）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

鉄
道
防
災

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

新
幹
線

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

8
．
調
整
費
等

35
3
（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

35
3（
10
0）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

0
（
―
）

一
般
公
共
計

21
9,0
00
（
10
0）
14
,83
6
（
6.8
）
4,6
98
（
2.1
）
4,4
74
（
2.0
）
9,2
86
（
4.2
）
28
,26
6（
12
.9）

11
2
（
0.1
）
8,9
29
（
4.1
）
14
8,3
99
（
67
.8）

（
注
）
 1
．
各
統
計
は
、
四
捨
五
入
に
よ
っ
て
い
る
。
 

2
．（
　
）
書
き
は
、
割
合
で
％
で
あ
る
。

（
出
所
）
大
蔵
省
作
成
資
料
　
平
成
5
年
3
月
。
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